2016年8月3日～4日　内閣改造、報道と社説など
空自導入の次期戦闘機Ｆ３５ 来月にも引き渡しへ
NHK8月3日 12時55分
航空自衛隊の次期戦闘機として導入が決まっているＦ３５について、開発を主導するアメリカ国防総省は実戦配備が可能な段階に達したと発表し、来月にも日本側に最初の機体が引き渡される見通しとなりました。
Ｆ３５は、アメリカを中心とする９か国が共同開発を進める最新鋭戦闘機で、レーダーに捕捉されにくいステルス性能を備え、空軍、海軍、海兵隊それぞれの仕様に合わせた３つの型の機体が造られる計画です。
このうち、日本の防衛省が航空自衛隊の次期戦闘機として導入を決めている空軍仕様のＦ３５Ａについて、アメリカ国防総省は２日、実戦配備が可能な段階に達したと発表しました。
Ｆ３５については開発段階で技術的な課題が見つかり、計画の遅れやコストの増加が懸念されていますが、国防総省は、課題は依然残されているものの基本となる初期の運用能力は獲得できたとしています。
関係者によりますと、今回の進展に伴い来月にも日本側に最初の機体が引き渡される見通しとなりました。
航空自衛隊はＦ３５を４２機導入することにしていて、ことし１０月からアメリカでパイロットの訓練を始め、早ければ来年の配備を目指しています。
憲法改正向けた議論、野党に参加呼びかけ…首相

読売新聞 2016年08月03日 21時56分

　安倍首相は３日の記者会見で、憲法改正について「自分の任期中に（改正を）果たしていきたいと考えるのは当然だ」と改めて実現に意欲を示した。

　そのうえで、「そう簡単なことではない。（衆参両院の）憲法審査会の静かな環境の中で、所属政党にかかわらず、日本の未来を見据えて議論を深めていってもらいたい。政局のことは考えるべきではない」と述べ、野党に議論への参加を呼びかけた。

首相、憲法改正「自民党総裁の任期中に」 
日経新聞2016/8/3 19:19
　安倍晋三首相は３日夜の記者会見で、憲法改正について「自民党の党是であり、党総裁として自分の任期中に果たしていきたいと考えるのは当然だ」と述べた。同時に「そう簡単なことではない。その現実を踏まえて一歩一歩進めていく」と語った。
　国会での改憲論議のあり方に関しては「所属政党にかかわらず、政局ではなく、しっかりと日本の未来を見据えて議論を深めていきたい」と意欲を示した。
首相 憲法改正「難しい課題に挑戦していく責務」
NHK8月3日 20時01分
安倍総理大臣は憲法改正について、「立党以来のわが党の党是と言ってもいい。私は総裁でもあるので、その実現のために全力を尽くすのは当然で、この難しい課題に挑戦していく責務を負っている。自分の任期中に果たしていきたいと考えるのは当然のことで、歴代の自民党総裁もそうであったのだろう。しかし、そう簡単なことではないのは事実で、その事実をかみしめながら、政治の現実において１歩１歩進んでいくことが求められている」と述べました。
そのうえで、安倍総理大臣は「具体的にどの条文をどのように変えるかは、国民的な議論の末に収れんしていくものだ。まずは憲法審査会の中で、静かな環境において、政局ではなくてしっかりと日本の未来を見据えて議論を深めていってもらいたい。そして、それが国民的な議論につながっていくことを期待したい」と述べました。
公明代表 衆参の憲法審査会で議論深める必要
NHK8月4日 15時40分
公明党の山口代表は記者会見で憲法改正について、「安倍総理大臣は容易ではないとも発言している」などとして、野党との合意形成に向けて、衆参両院の憲法審査会で丁寧に議論を深める必要があるという認識を重ねて示しました。
憲法改正を巡って、安倍総理大臣は３日の記者会見で、「自分の任期中に果たしていきたいと考えるのは当然のことだが、そう簡単なことではないのは事実だ」などと述べました。
これに関連して、公明党の山口代表は記者会見で、「憲法改正は自民党の立党以来の党是であり、安倍総理大臣が自民
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党総裁として意欲を語るのは当然のことだ」と指摘しました。一方で、山口氏は「安倍総理大臣は『改正は容易ではない』とも発言しているし、自民党の二階幹事長も野党第１党の理解が必要だという趣旨のことを述べており、合意形成には憲法審査会で落ちついて議論を深めていくことが大事だ」と述べ、衆参両院の憲法審査会で丁寧に議論を深める必要があるという認識を重ねて示しました。
首相、憲法改正「所属政党にかかわらず議論深めてほしい」 
日経新聞2016/8/3 19:16
　安倍晋三首相（自民党総裁）は３日夕、内閣改造を受けて記者会見した。憲法改正について「与党が賛成すればできるものではない。まずは憲法審査会で所属政党にかかわらず、議論を深めていってもらいたい」と述べた。あわせて「自分の総裁任期中に果たしていきたいと考えるのは当然のことで、歴代の自民党総裁もそうだったと思う」と述べた。〔日経ＱＵＩＣＫニュース（ＮＱＮ）〕
首相、憲法改正「任期中に果たしていきたい」 
日経新聞2016/8/3 19:04
　第３次安倍再改造内閣を発足させた安倍晋三首相は３日夜、首相官邸で記者会見し、憲法改正について「（2018年９月までの）任期中に果たしていきたいと考えるのは当然のことだ」と強調した。そのうえで「（秋の臨時国会で動かす）憲法審査会で静かな環境で未来を見すえて議論を深めていくべきだ。政局のことは考えるべきではない」と語り、野党をけん制した。「国会は憲法改正を発議する役割を果たす。決めるのは国民投票だ」とも述べた。
憲法改正を語る…自民・二階幹事長

読売新聞2016年08月03日 23時22分

　自民党の二階幹事長は３日、ＢＳ日テレの「深層ＮＥＷＳ」に出演し、憲法改正について「急がば回れだ。慌てたら、しくじる」と述べ、国会での丁寧な議論が必要だとの認識を示した。

　安倍首相（自民党総裁）が自身の総裁任期中の憲法改正実現に意欲を示していることについて、二階氏は「首相の政治的信条は分かるが、強引にやっていくスタイルは受け入れられない」と指摘した。「（憲法改正は）国民全体の問題であり、一政党のものではない」とも語り、与野党の幅広い合意形成が前提になると強調した。

しんぶん赤旗2016年8月4日(木)

改憲と暴走加速の布陣　首相、改憲「任期中に果たしたい」　第３次安倍再改造内閣が発足

　安倍晋三首相は３日、第３次安倍再改造内閣を発足させました。安倍首相は同日、内閣改造後に首相官邸で記者会見し、明文改憲について「自分の任期中に果たしていきたいと考えるのは当然だ」と語り、憲法審査会で議論を進めていくことに執念をみせました。日本共産党の小池晃書記局長は同日の記者会見で「あらゆる分野で暴走をさらに加速させるという布陣だ。正面から、対決していきたい」と批判しました。

　再改造内閣は、改憲右翼団体「日本会議」と一体の議員連盟に所属する菅義偉官房長官、麻生太郎副総理兼財務相、岸田文雄外相ら主要閣僚９人が留任。改憲タカ派の稲田朋美氏を再入閣して防衛相に就任するなど、明文改憲の狙いをむき出しにした布陣です。

　安倍首相は、与党とその補完勢力が国会で３分の２を占めるもと、改憲派・靖国派の議員らを留任・入閣させました。

　防衛相に就いた稲田氏は、靖国神社参拝を繰り返し、先の国会の衆院予算委員会では安倍首相に憲法９条改定を迫りました。中国や韓国のメディアをはじめ、国内外から警戒の声が上がっています。

　留任した高市早苗総務相も、憲法９条改定に反対する内容など、時の政権が政治的に公平でないと判断した放送局への電波停止について言及しています。

　再改造内閣は、安倍首相を支えてきた主要閣僚のほとんどを留任させ、暴走政治を加速させる陣容です。

　アベノミクスを推し進める石原伸晃経済再生相、労働法制や社会保障を改悪してきた塩崎恭久厚労相、核兵器禁止条約の交渉開始を妨げる岸田外相が留任。米軍新基地建設を押しつける菅長官は、引き続き沖縄基地負担軽減担当相を兼務します。

　公明党の石井啓一国交相も留任。戦争法のもとで日米同盟を強化し、消費税大増税路線に固執する自公連立を維持します。

　安倍首相は同日、自民党役員人事も実施。幹事長に就任した二階俊博氏は、２０１８年９月までとなっている総裁任期の延長を容認しており、安倍首相の長期政権を狙っています。

しんぶん赤旗2016年8月4日(木)

「暴走継続内閣」と批判　第３次安倍再改造内閣　小池書記局長が会見
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（写真）記者会見する小池晃書記局長＝３日、国会内


　日本共産党の小池晃書記局長は３日、国会内で会見し、第３次安倍再改造内閣について、財務、総務、外務、厚生労働、官房長官など重要閣僚を留任させたことにふれて、「基本路線をそのままそっくり引き継ぐ、暴走継続内閣だ」と述べました。

　小池氏は、安倍晋三首相が稲田朋美氏を防衛相に起用したことについて「憲法９条を変えて国防軍にすることを明確に主張している人物だ。こういう方を防衛相においたところに安倍政権の非常に危険な性格が表れている」と指摘。稲田氏が行政改革担当相の時にも終戦記念日に靖国神社を参拝してきたことに関し、「私たちは、首相、閣僚による靖国参拝はするべきではないと重ねて申し上げてきた。防衛大臣としても参拝を繰り返すことなど、絶対に許されない」と強調しました。

　記者から「具体的にはどのようなことを暴走と思っているのか」と問われた小池氏は、安倍政権が２日に決定した２８兆円もの経済対策について「事実上、アベノミクスの破たんを認めるような経済対策だ。目を覆うばかりのバラマキ路線を突き進もうとしている」と指摘。社会保障の大改悪や「残業代ゼロ」法案、ＴＰＰ（環太平洋連携協定）推進を狙っていることもあげて、「今まで以上に国民生活を犠牲にするようなことを進めるものだ」と批判しました。

　さらに、安倍首相が、参院選で争点隠しに終始した改憲について、選挙後には「わが党の案をベースにしながら、（改憲勢力で）３分の２を構築していく。これは政治の技術と言ってもいい」などと言って突き進もうとしていることを批判。「あらゆる分野で暴走をさらに加速させるという布陣だ。正面から、対決していきたい」と表明しました。

しんぶん赤旗2016年8月4日(木)

安倍再改造内閣　稲田防衛相就任が示す“憲法攻撃”内閣

　衆参両院で改憲勢力が３分の２の議席を占めるもと、安倍晋三首相は３日の内閣改造で、自民党内きっての改憲タカ派で知られる、稲田朋美前政調会長を防衛相に抜てきし、明文改憲への強い意志を示しました。参院選中は街頭演説で一言も改憲に触れなかった安倍首相は、選挙が終わるや「いかにわが党の案（自民党改憲草案）をベースにしながら３分の２を構築していくか。これがまさに政治の技術」と態度を「豹変（ひょうへん）」させたのです。「憲法攻撃内閣」というべき様相です。

　憲法尊重擁護義務をかなぐり捨てるように、安倍首相は安保法制＝戦争法で憲法破壊を強引に推し進め、さらに「（自民党総裁）任期中の改憲」への意欲を明言するなど、露骨な改憲姿勢を発信してきました。その旗振りをしてきたのが稲田氏です。

　今年２月の衆院予算委員会の質疑で「憲法改正については、やりやすいところからやるべきだという議論もありますけれども、私は９条２項などのように、本質的な議論をする」と安倍首相に９条改憲を迫りました。安倍首相は、「自民党は憲法改正草案を発表し、９条２項の改正と自衛権の明記、自衛のための組織（国防軍）の設置など、将来のあるべき姿をお示ししている」と答弁し、“９条破壊”が改憲の本丸であることを示しました。

　防衛相に就任した稲田氏は、戦争法の具体的発動を担うことになります。戦争法の発動に対しては、その都度国会論議においても、広範な国民世論においても、戦争法の違憲性が大論争になります。

　稲田氏は前出の衆院での質問でも、自衛隊が憲法違反だという主張が憲法学者の７割を占めるもとで、「現実に合わなくなっている９条２項をこのままにしておくことこそ、立憲主義を空洞化する」と主張。“戦争法違憲論”を、自衛隊違憲論とすり替え、改憲論議を推し進める手法を示しています。

名うての靖国派

　他方で稲田氏は、日本の侵略戦争を正当化する、名うての「靖国」派の一人です。同氏が政界入りする以前、小泉純一郎首相による「靖国」連続参拝のもと、２００４年８月１５日の靖国神社境内で行われた日本会議の集会で、「総理の参拝」を求めながら「神州不滅」などと“気迫”の演説をしました。その姿勢が買われ、０５年８月の「郵政選挙」で安倍晋三幹事長代理（当時）に「刺客」としてスカウトされ、衆院福井１区から出馬しました。

　「東京裁判史観からの脱却」を公言し、侵略戦争正当化の急先鋒（せんぽう）である稲田氏が防衛相に就任することは、中国、韓国はじめアジア諸国から「日本軍国主義復活」の危機感を呼び起こし、緊張を激化させる重大な懸念があります。

　安倍首相は著書『新しい国へ』のなかで「尖閣問題について、よく『外交交渉で解決していく』という人がいますが、この問題に外交交渉の余地などありません」と断言し、求められるのは「誤解を恐れずにいえば物理的な力です」と述べています。

首相の危険姿勢

　ここには、「緊張」を利用して軍事力強化と改憲突破を図る、安倍首相の危険な姿勢がにじんでいます。実際、１３年１２月には自ら靖国参拝を強行し、中国、韓国との緊張を激化させ強まる反発の中、翌１４年７月１日には集団的自衛権行使容認の「閣議決定」を強行しました。

　８月１５日の靖国参拝を欠かさず実行してきた稲田氏が防衛相の肩書で参拝を強行すれば、中韓との新たな緊張激化をもたらし、それが改憲のてことして利用される危険もあります。歴史修正と憲法破壊の結合という、「靖国政治」の最悪の表れに、重大な警戒が必要です。

　（中祖寅一）

改憲・靖国・核保有…稲田朋美防衛相の過去の暴言

　改憲派の最右翼、稲田朋美氏が防衛相に就任したことに反響が広がっています。過去の暴言の数々をまとめてみました。

　「（現）憲法は今すぐ破棄して、自主憲法を制定しなければならない」（2012年５月10日、創成「日本」東京研修会あいさつ） 

　「祖国のために命を捧（ささ）げても、尊敬も感謝もされない国にモラルもないし、安全保障もあるわけがない。そんな国をこれからもだれが命を懸けて守るんですか」（『致知』2012年７月号）

　「靖国神社というのは不戦の誓いをするところではなくて、『祖国に何かあれば後に続きます』と誓うところでないといけないんです」（『WiLL』2006年９月号）

　「長期的には日本独自の核保有を、単なる議論や精神論ではなく国家戦略として検討すべきではないでしょうか」（『正論』2011年３月号）

　「教育体験のような形で、若者全員に一度は自衛隊に触れてもらうという制度はどうか。国防への意識を高めてもらうきっかけになると思う」（同）

　「私たち一人ひとり、国民の一人ひとり、皆さん方一人ひとりが自分の国は自分で守る。そして、自分の国を守るためには血を流す覚悟をしなければなりません」（2010年12月１日、民主党内閣倒閣宣言！国民大集会でのスピーチ）

　「例えば自衛隊に一時期、体験入学するとか、農業とか、そういう体験をすることはすごく重要。まあ、男子も女子もですね」（『女性自身』2015年11月10日号）

しんぶん赤旗2016年8月4日(木)

国民だまし討ちで暴走加速　第３次安倍再改造内閣　露骨な改憲タカ派路線

　３日に発足した第３次安倍再改造内閣。その布陣からは、参院選ではふれなかった明文改憲へと乗り出し、国民無視の暴走を加速させる狙いが見えます。

　内閣改造では、安倍晋三首相がめざすとした「任期中の改憲」に向け、露骨な改憲タカ派路線が示されました。

　麻生太郎副総理・財務相、菅義偉官房長官をはじめ、岸田文雄外相、塩崎恭久厚労相など改憲・右翼団体「日本会議国会議員懇談会」（日本会議議連）所属議員を主要閣僚として留任させました。違憲の「電波停止」発言で、放送局を威嚇した高市早苗総務相までも留任です。安倍内閣のもとで、憲法を無視・軽視する閣僚の発言が相次ぎましたが、参院選挙の改造でそれを改めるそぶりはみじんも見られません。

緊張の火種

　そのうえ、違憲の戦争法の推進役となる防衛相には、安倍首相の側近である稲田朋美・自民党前政調会長を新たに抜擢（ばってき）しました。稲田氏は「（憲法）９条２項をこのままにしておくことこそ立憲主義を空洞化する」（２月３日、衆院予算委員会）などと主張して、安倍首相に９条改憲を迫ってきました。また「日本独自の核保有を、単なる議論や精神論ではなく国家戦略として検討すべき」（『正論』２０１１年３月号）とまでいってきた人物です。「“東京裁判史観”からの脱却」などといって侵略戦争を美化し、「祖国のために命を捧（ささ）げる」ことを当然視する稲田氏の起用は、アジア諸国との新たな緊張の火種にもなりかねません。露骨な改憲タカ派路線を示した閣僚人事は、まさに戦争法の具体化・改憲に向けた安倍首相の、なりふり構わぬ暴走加速姿勢を裏付けています。

　こうした改憲に向けた布陣は、自民党の新役員人事にも明確にあらわれています。

　留任となった高村正彦副総裁は「憲法学者はどうしても憲法９条２項の字面に拘泥（こうでい）する」と公言し、秋の臨時国会で改憲項目について検討に入るべきだとの考えを強調し続けています。

　さらに、改憲議論を進めるうえで欠かせない公明党との連携のために、同党とのパイプが太い二階俊博・前総務会長が新たに幹事長に起用されました。二階氏は、任期中の改憲を目指す安倍首相の意向を念頭に、総裁任期の延長まで容認。３日の就任会見では、改憲に向け、「野党とできるだけ時間をかけて話し合う姿勢が大事だ」と表明しています。

　政調会長に起用された茂木敏充・前選対委員長も、３日の就任会見で「衆参の憲法審査会で、まず与野党が同じテーブルについて議論することが何より必要だ」と述べています。

深刻な矛盾

　しかし、安倍首相がいくら改憲論議を進める姿勢を強めても、国民の多くは改憲を望んでいません。参院選後の世論調査（「共同」１１～１２日実施）では、安倍首相の下での改憲に「反対」が４８・９％で「賛成」３５・８％を上回っています。

　安倍首相は、参院選で「憲法隠し」の姿勢を押し通したまま多数の議席を獲得しました。国会の「数の力」を背景に改憲議論を進めることなど許されません。選挙が終わった途端、「だまし討ち」のように改憲を打ち出すやり方は国民との間に深刻な矛盾をもたらすことになります。

ばらまき・社会保障改悪・沖縄基地強行

　参院選で安倍首相は行き詰まっているアベノミクスについて｢道半ば｣だとごまかしながら、「加速していく」と述べてきました。

　改造内閣では、財務相や経済再生担当相、国土交通相らを留任させ、大企業支援のアベノミクス継続の姿勢を示しました。

　２日に打ち出した経済対策では、リニア新幹線、大型港湾整備など大企業が潤う大型プロジェクトを「未来への投資」といって、財政投融資債や建設国債の発行で、借金までしてばらまく計画です。

　自民党幹事長になった二階俊博氏は、国土強靱化調査会長として、「防災・減災」の名で大型公共事業を求めてきました。古い自民党政治が復権しようとしています。

改悪が次々

　一方で国民には、一回限りの低所得者向け給付金や、保育士・介護職員のわずかな給与引き上げなどにとどめています。新たに「働き方改革」担当を設けましたが、国会に提出しているのは長時間労働を野放しにする「残業代ゼロ法案」であり、名ばかりです。これでは「民需主導の持続的な経済成長」（経済対策の基本的考え方）など実現できません。

　さらに経済対策では「社会保障の構造改革を加速化する」として医療、介護、年金など社会保障の連続的改悪を掲げています。「介護離職ゼロ」といいながら、要支援者に続いて要介護１・２まで保険給付から締め出すなど、「国家的詐欺」と批判される大改悪です。

　秋の臨時国会では年金削減法案の審議が予定されており、年金改悪を主導してきた塩崎恭久厚労相を留任させたのもそのためです。

　選挙が終われば信任を得たとばかりに矢継ぎ早に改悪を打ち出す「だまし討ち」は許されません。

ごり押しも

　参院選では、東北、福島、沖縄という安倍暴走政治の矛盾が集中的に噴き出している１人区で野党の統一候補が勝利。安倍首相は一言もふれませんでしたが、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）、原発問題、米軍新基地建設が争点となり国民の厳しい審判が下されました。沖縄では、衆参通じて自民党の国会議員がついにゼロになりました。

　にもかかわらず、辺野古基地建設を「唯一の解決策」と言い張る菅義偉官房長官を引き続き「沖縄基地負担軽減担当」に据えて、新基地建設をごり押ししようとしています。

　新基地建設で国は悪あがきで泥沼の裁判闘争に踏み込むなど新基地ノーの翁長県政と県民世論に追い詰められています。ごり押しすればするほど国民との矛盾を深めざるをえません。

内閣改造 各党の反応
NHK8月3日 18時27分
内閣改造について、与野党各党の反応です。
自民 二階氏「練達が選ばれた内閣」
自民党の二階幹事長は、総理大臣官邸で記者団に対し、「自民・公明両党で活躍してきた練達が選ばれた内閣であり、いい布陣だ。経済対策を講じてアベノミクスを推進するとともに、日本の平和を守っていくことで、国民に安心感を持ってもらえるよう、政府・与党が一体となって、しっかりと期待に応えていきたい」と述べました。
公明 山口氏「骨格維持で安定感」
公明党の山口代表は、総理大臣官邸で記者団に対し、「主要な閣僚を留任させて、内閣の骨格を維持しているところに安定感がみられる。また、オリンピックの取り組みや経済対策などでは清新な顔ぶれを投入していて、前向きな姿勢も表れている。政策分野でいろいろな経験を持っている方が多いので、これまで蓄えた力をしっかり発揮して頂けると期待している」と述べました。
民進 福山氏「各大臣が何をやりたいのか審議を」
民進党の福山幹事長代理は、党本部で記者団に対し、「今までと骨格が変わらない人事で、国民の生活を豊かにしないアベノミクスが変わらないので、残念な人事だ。また、安全保障関連法の運用がこれから始まっていくなかで、防衛大臣が代わり、安全保障に迅速かつ適切な対応ができるのか懸念している。各大臣が、何をやりたいのか説明能力がしっかりあるのかどうか国会で審議を尽くしていきたい」と述べました。
共産 小池氏「『暴走継続内閣』」
共産党の小池書記局長は、記者会見で、「アベノミクスと言われる経済政策を含めて、安倍政権の基本路線をそのままそっくり引き継ぐ『暴走継続内閣』だ。今まで以上に国民生活を犠牲にするようなことを進めようという布陣で、正面から、この内閣に、対決していきたい」と述べました。また、小池氏は稲田防衛大臣について、「明確な改憲論者であり、防衛大臣という立場に置いたところに、安倍政権の非常に危険な性格がはっきり表れている。われわれは、総理大臣と閣僚は靖国神社参拝はすべきではないと言ってきたが、特に、防衛大臣ということになればアジアの近隣諸国がどういう反発をするのかが見えるような話で、絶対にすべきではない」と述べました。
おおさか維新の会 松井氏「経済で連携」
おおさか維新の会の代表を務める大阪府の松井知事は記者会見で、「関西から経済産業大臣が出ることで、大阪経済を成長させるためにいろいろと連携できるのではないかと思い、歓迎している。閣僚の骨格は変わっていないので、安定的な政権運営、行政運営が行われると思う」と述べました。
社民 又市氏「外交は大丈夫かと心配」
社民党の又市幹事長は、記者団に対し、「主要閣僚が全員留任しており、何のために改造したのか分からない。ゴリゴリの改憲論者で、靖国神社に一貫して参拝してきた稲田氏が防衛大臣となり、中国や韓国などとの外交は大丈夫かと心配せざるをえない」と述べました。
内閣改造 経済界や熊本地震の被災地などの反応
NHK8月3日 17時37分
内閣改造について、経済界や熊本地震の被災地などの反応です。
経団連会長「『経済最優先』で重要政策推進を」
経団連の榊原会長は「主要閣僚が留任するとともに新たに政策通の人材が加わったほか、党執行部も重厚な布陣で、アベノミクスを加速させていくのにふさわしい強力な体制だと思う。日本経済の最重要課題は景気回復の速度を上げ、デフレ脱却と経済再生を確実に実現することであり、新内閣には『経済最優先』で山積する重要政策の推進に取り組んでいただきたい」というコメントを出しました。
経済同友会代表幹事「痛みを伴う困難な改革を」
経済同友会の小林代表幹事は「主要閣僚を留任させて継続性を担保するとともに、『働き方改革担当』を設置したことは政権として社会の変化に対応した重要課題に取り組む意思を示した布陣だと思う。参議院議員選挙を経てより安定した政権基盤を得た今こそ、財政健全化など痛みを伴う困難な改革を遂行し持続可能で活力ある社会づくりに注力していただきたい」というコメントを出しました。
商工会議所会頭「競争力強化の環境整備を」
日本商工会議所の三村会頭は「経済最優先の方針の下、アベノミクスの加速に向けて内閣改造を行ったことを歓迎する。特に、最重要課題である企業の競争力強化のための環境整備を迅速かつ強力に進めていただきたい。また、地方創生の実行とともに中小・中堅企業の活力強化に不退転の覚悟で臨むことも必要だ」というコメントを出しました。
日本医師会会長「社会保障の充実を」
日本医師会の横倉会長は「主要閣僚は代わっていないので、従来の、経済成長を基に社会保障をしっかりカバーするというスタンスだと受け止めている。また、社会保障を充実させることで経済も成長するので、そのような方向であってほしい」と述べました。また横倉会長は、塩崎厚生労働大臣が留任したことを受けて、「消費税率の引き上げが先送りされたことで、さまざまな財源の不足が予測される。過不足ない医療の財源を確保するのも厚生労働大臣の大きな役割なので、将来を見据えた社会保障の在り方に取り組んでほしい」と述べました。
熊本地震の被災地では復興支援求める声
一連の熊本地震で震度７の揺れを２度観測した熊本県益城町の仮設住宅で生活している人たちからは、復興に向けた政府の支援を求める声が目立ちました。
６０代の女性は「復興するためには国の力が１番だ。仮設住宅に入ることができて本当に感謝しているが、壊れた家屋の解体作業がどう進んでいくのか不安なので国にはここで暮らす私たちの声を聞いてもらいたい」と話していました。
また、７０代の女性は「年金で生活する高齢者には生活を再建するだけのお金がないのが現状で、政府にあらゆる形で支援をお願いしたい」と話していました。
このほか、３１歳の女性は「子どもを保育園に連れて行っても泣いてしまうため、子どもたちの精神面へのケアをお願いしたい。生活の再建には住宅などの解体作業が進まないと何もできないので、作業を早急に進めてほしい」と話していました。
内閣改造 米政府 日本政府との協力強化の方針
NHK8月4日 6時24分
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第３次安倍第２次改造内閣の発足を受けて、アメリカ政府は地域や世界のさまざまな課題に対処するため、日本政府と協力を強化していく方針を示しました。
内閣改造について、アメリカ国務省のトナー副報道官は３日の記者会見で「われわれは地域や世界のさまざまな課題で、日本政府と緊密な協力関係を深めていく」と述べ、第３次安倍第２次改造内閣と協力を強化していく方針を示しました。
アメリカ政府としては、北朝鮮の核・ミサイル開発や中国の海洋進出で、アジア太平洋地域の安全保障環境が厳しくなり、世界経済も不透明感を増すなか、日本政府と連携を強めたい考えです。
一方でトナー副報道官は、防衛大臣に稲田朋美氏が起用され、中国や韓国のメディアが「歴史問題で強硬路線を取る右翼の女性政治家だ」などと警戒感を示していることについて、「日本の内政でありコメントは控えたい」と述べました。ただ、稲田氏が毎年、靖国神社に参拝してきたことについて質問されたのに対し、「われわれは歴史問題には和解が促進されるよう取り組むことが重要だと強調し続ける。それが靖国神社に関するわれわれの立場だ」と述べ、日本と中国や韓国の関係悪化につながらないよう、慎重に対応することが重要だという認識を示しました。
改造内閣 海外の反応
NHK8月3日 17時54分
内閣改造について海外の反応です。
米「課題にともに取り組む」
アメリカ国務省の当局者は記者団に対し、「日本はアメリカの緊密な同盟国だ。われわれは日米２国間だけでなく、地域や世界の課題にともに取り組んでいくことを楽しみにしている」と述べ、第３次安倍第２次改造内閣と協力していく姿勢を示しました。アメリカ政府としては世界経済が不透明感を増し、アジア太平洋地域の安全保障環境が厳しくなる中、日本政府と連携を強化していきたい考えです。
中国「日本の内政 コメントしない」
中国外務省の報道官はＮＨＫの取材に対し、「日本の内政でありコメントしない」としています。一方で、中国中央テレビなど国営のメディアは、日本国内の報道を引用する形で、内閣改造について、「主要な閣僚は留任しており骨組みは変わらない」などと伝えました。そのうえで、防衛大臣に起用された稲田朋美氏について詳しくふれ、「靖国神社に繰り返し参拝しており、歴史問題で強硬路線をとる右翼の女性政治家だ」などと指摘し警戒感を示しています。
韓国メディア 稲田氏に警戒感
韓国のメディアは、防衛大臣に起用された稲田朋美氏について、竹島の領有権や慰安婦を象徴する少女像の撤去などを強く主張してきた「右派の政治家」だとして警戒感を示しています。
３日朝の韓国の主な新聞は、日本の内閣改造について、防衛大臣に起用された稲田朋美氏を写真つきで見出しにとり、「右派の女性政治家」とか、「歴史認識は極右的だ」などと伝えています。とくに、島根県竹島の領有権問題や慰安婦問題に関して強硬な言動を繰り返してきたとして警戒感を示しており、竹島を巡っては、２０１１年に稲田氏がほかの自民党議員２人とともに竹島に近い韓国のウルルン（鬱陵）島を視察しようとソウルを訪れたものの、韓国政府から入国を拒否され騒ぎになったなどと紹介しています。
また、日韓両政府が去年末に慰安婦問題の最終的な解決で合意したことに関して、稲田氏がソウルの日本大使館前に設置された慰安婦を象徴する少女像を撤去すべきだと強く主張してきたことを批判的に伝えています。
韓国政府内では、北朝鮮が軍事的な挑発行為を続けている中、日本と防衛面での協力を深めるべきだという声も出ているだけに、稲田氏が防衛大臣に就任したあとの発言や、靖国神社に参拝するかどうかを注視するものとみられます。
自民 二階幹事長 総裁の任期延長問題 年内メドに結論得たい
NHK8月4日 4時22分
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自民党の二階幹事長は３日夜、東京都内で記者団に対し、再来年９月までとなっている安倍総理大臣の党総裁としての任期の延長について、年内をメドに結論を得たいという考えを示しました。
自民党の総裁は党則で、任期が３年で連続２期まで務めることができると定められ、現在２期目の安倍総理大臣の任期は、再来年の平成３０年９月までとなっていて、二階幹事長は先に任期の延長を検討すべきだという考えを示しています。
二階氏は３日夜、記者団に対し、党内に任期の延長問題を議論する組織を設置したいとしたうえで、「党内の意見をよく聞いて結論を得たいが、政治スケジュールのテンポとしては、ずっと引っ張ってやる問題ではない」と述べ、年内をメドに結論を得たいという考えを示しました。
また、任期の延長の在り方について、二階氏は「『ここでもう辞める』という決まりがあるよりも、任期がまだあるというゆとりがあってもいいのではないか」と述べ、連続２期までとされている党則の定めを変更することも選択肢の１つだという認識を示しました。
一方、岸田外務大臣は初閣議のあとの記者会見で、「３年間の任期のうち、まだ１年もたっていない。任期のさらに先のことを今から話すのは、まだ、ずいぶん気の早い話ではないか」と述べました。
蓮舫氏、代表選立候補へ…野党共闘路線が争点

読売新聞2016年08月03日 18時50分

　民進党の蓮舫代表代行は３日、岡田代表の任期満了に伴う党代表選（９月２日告示、１５日投開票）に立候補する意向を固めた。

　５日にも記者会見して発表する。蓮舫氏周辺が明らかにした。

　蓮舫氏は３日、共産党を含む野党共闘路線の見直しを求めている細野豪志・元環境相と国会内で会談し、今後の党運営の方向性について協議した。蓮舫氏は会談後、記者団に「次の衆院選にどういう態勢で臨むかは、おおむね一致した」と述べた。民進党内では路線を見直す可能性を示唆したと受け止められている。

　党代表選の争点には、岡田氏の敷いた野党共闘路線を継続するかどうかが浮上している。主流派は執行部の一員である蓮舫氏は路線を維持すると見ているが、執行部と距離を置く保守系の一部は蓮舫氏による路線転換に期待を寄せている。

　党代表選には長島昭久・元防衛副大臣が立候補の意向を表明している。

民進執行部 野党連携は衆参で異なる対応に
NHK8月3日 19時51分
民進党執行部は、地方組織の代表を集めた会議で、次の衆議院選挙に向けた共産党などとの野党連携について、共産党と連立政権を組むことはないと強調し、先の参議院選挙と異なる対応になるという認識を示しました。
民進党は、地方組織の幹事長や選挙責任者を集めた全国幹事会を開き、先の参議院選挙の結果も踏まえ、次の衆議院選挙に向けて、共産党などとの野党連携の在り方について意見を交わしました。
この中で、出席者からは、「参議院選挙で成果があったので、衆議院選挙でも連携を進めるべきだ」という意見の一方、「衆議院選挙は、政権選択の選挙なので一定の歯止めがいるのではないか」という指摘も出されました。
これに対し、岡田代表は「衆議院選挙では、それぞれが政権構想を掲げるべきだ」と述べたほか、枝野幹事長も、「基本的には衆議院選挙では単独で政権を目指すのが党としての今の立場だ」と述べ、共産党と連立政権を組むことはないと強調し、先の参議院選挙と異なる対応になるという認識を示しました。
構造改革に道筋急務　安倍再改造内閣発足 
日経新聞2016/8/4 1:31
　第３次安倍再改造内閣の経済閣僚は早速、積み残しの構造改革に道筋をつける必要に迫られる。担当相が新設された働き方改革は、生産性の向上につながる規制緩和などに踏み込めるかが焦点になる。エネルギー分野では原子力発電所の安定稼働に向けた環境整備が急務となるほか、農業の競争力強化も喫緊の課題だ。実現の成否はアベノミクスの浮沈に直結するだけに、新閣僚の手腕が問われる。


記念撮影を終え、会場を後にする加藤勝信一億総活躍・働き方改革相（３日午後、首相官邸）
■働き方
　改造内閣の目玉が安倍晋三首相が年度内にまとめると表明した働き方改革の実行計画だ。
　加藤勝信働き方改革相は３日の記者会見で、実行計画で扱うテーマについて(1)同一労働同一賃金の実現(2)長時間労働の是正(3)高齢者の就労促進(4)テレワーク（在宅勤務）など柔軟な働き方の促進――といった項目を挙げた。女性や高齢者が働きやすい環境をつくり、全体の所得の底上げにつなげる狙いだ。
　一方で解雇規制の緩和など生産性の向上につながる改革に踏み込むかどうかは見通せない。加藤氏も「先ほど挙げたテーマを中心に議論していく」と慎重な姿勢を示す。厚生労働省幹部も「労働者に痛みを強いる改革はできないだろう」とみる。
　国会での法案審議の停滞も課題の一つだ。国内外の経済界からの期待が強い「脱時間給」制度は、関連法案が２年にわたり成立せず足踏みが続く。政府は今後、同一労働同一賃金や、長時間労働の是正についても法改正を予定している。思い切ったメニューを打ち出しても国会での審議が滞れば、実行には至らない。
　安倍政権では2012年12月の発足以来、雇用の規制緩和を成長戦略の柱に位置づけてきた。だが実行に至ったのは企業の派遣受け入れ期間を事実上なくした労働者派遣法の改正など数少なく、掛け声ほど改革は進んでいない。働き方改革相の新設により、足踏みしていた改革がスピードアップするかどうかが大きな焦点となる。


■エネルギー
　世耕弘成経済産業相がすぐに直面するのが、国内で唯一稼働する九州電力川内原発（鹿児島県）への対応だ。７月下旬に就任した三反園訓鹿児島県知事は今月下旬にも、九電に原発の一時停止を申し入れると主張している。世耕氏は「地元の理解を得ながら再稼働を進めるのが政府の一貫した方針」と説明した上で、「まずは知事の考えを聞き、しっかりと対話しながら適切に対応を進めたい」と述べた。
　原発を巡っては、東京電力福島第１原発の廃炉・汚染水対策や、廃炉費用の制度措置、高レベル放射性廃棄物の最終処分地の選定など課題が山積している。世耕氏は「福島第１原発の事故対応、福島再生が経産相として一番重要かつ重い課題だ」として、９日にも福島第１原発を視察する考えを明らかにした。
　今年４月に電力小売り自由化が始まったが、大手電力から契約先を切り替えた家庭は全体の約２％にとどまる。送電網や発電所の多くを持つ大手と、新規参入勢の間で公平な競争条件を維持する制度設計は終わっていない。電力卸市場の取引を活発にしたり、不適切な販売・勧誘を監視したりして、競争を促進する取り組みも欠かせない。
■農業
　山本有二農相の当面の課題は環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）関連法案を審議する臨時国会への対応だ。牛・豚の畜産農家の経営安定対策を盛り込んだ法案や、農産物の知的財産を諸外国と相互に保護する法案などが今年の通常国会で継続審議となった。山本氏は「秋の国会で対応し、承認を求めていきたい」と成立に意欲を示した。
　発信力の高い小泉進次郎自民党農林部会長や農協団体との調整も重要。焦点は小泉氏のプロジェクトチームが今秋にまとめる肥料など資材価格の引き下げ策だ。小泉氏は農協団体の仕入れ方に改善の余地があるとみているが、農協団体内には改革を巡り温度差がある。山本氏は小泉氏を「好感をもって捉えている」と評価しつつ、農家に近い農協団体の役割にも期待感を示した。
　山本氏は農業の現状について「産業として持続可能かどうかの岐路にたっている」と危機感を表明。農産品の加工や輸出拡大で農家の競争力を高めたり、衛生行政を所管する厚生労働省に農産物輸出の手続きで規制緩和を求めたりする方針を明らかにした。
産経新聞2016.8.4 11:30更新 
【阿比留瑠比の極言御免・内閣改造特別編】“女性議員の星”へまた一歩　安倍晋三首相が稲田朋美氏にあえて与えた「防衛相の試練」
　「私たち連立与党は参院において、戦後最も安定した政治基盤を獲得できた」
　安倍晋三首相は３日夜、内閣改造・自民党役員人事を受けての記者会見で、７月の参院選がもたらした政治的資産についてこう総括した。今後、その稀有（けう）な資産をどう生かし、何をするかが問われることになる。
　２日午前９時１０分ごろ、首相官邸。安倍首相は政府与党政策懇談会を終えて立ち去ろうとした稲田朋美政調会長を呼び止め、防衛相への起用を告げた。一瞬で表情を引き締めた稲田氏に対し、首相はこう心構えを説いた。
　「あなたは法律家（弁護士）でもある。国会の安全保障論議も法律論が多い。答弁については、（臨時国会までの）約１カ月間でしっかり準備してくれたらいい。ただ、それよりも大切なのは、防衛相は自衛隊という実力組織の長であることだ。彼らはあなたの命令で命を懸けるのだから」
　これに対し稲田氏は「すごく、緊張してきました」と率直に答えたという。
　安倍首相は平成２４年１２月の再登板時に稲田氏を行政改革担当相として初入閣させ、２６年９月の人事では衆院当選３回の稲田氏を、「女性議員の星にしたい」と党三役の一角である政調会長に抜擢（ばってき）している。
　重用の目的は、安倍首相が稲田氏を将来の首相候補として育てようとしていることにある。安全保障分野では稲田氏は門外漢だが、首相を務めるためには外交・安全保障に関する見識が必要不可欠と考える首相が、あえて試練を与えたということだろう。
　安倍首相は２日夜には、今回の人事の狙いに関して周囲にこう話していた。
　「まず安定感だ。主要閣僚はそのまま留任にして、かつ女性が活躍する新たなポストを用意した。丸川珠代氏の五輪相起用も、次世代を担う女性政治家としてのことだ。さらに、加藤勝信１億総活躍担当相も将来を考えて残した」
　麻生太郎財務相、菅義偉官房長官ら内閣の主要な骨格は保って安定した政権運営を図りつつ、「ポスト安倍」の育成も狙うというわけだ。安倍首相は、新設の働き方改革担当相を兼務させる加藤氏についてもかねて高く評価しており、稲田氏同様、将来の首相候補の一人と見なしている。
　党役員人事でも、外交・安全保障や歴史認識問題などでは必ずしも意見が一致しないものの、「戦略的互恵関係」（安倍首相）にのっとって役割分担で協力し合える重鎮の二階俊博氏を幹事長に据えるなど、安定感を重視している。
　「自民党で最も政治的技術を持った人だろう」
　安倍首相は３日の記者会見でこう二階氏起用の理由を説明した。「政治的技術」とは、首相が参院選翌日の７月１１日に、憲法改正の進め方に関して用いた言葉である。改憲に前向きとはいえない連立相手の公明党をはじめ、自民党内の消極派、野党や無所属の改憲派議員をどう説得し、協力させるのか。二階氏の調整力への期待をのぞかせた場面だった。（阿比留瑠比）
産経新聞2016.8.4 00:27更新 
【内閣改造】丸川珠代五輪相、ぎくしゃくする小池百合子都知事と森喜朗元首相を取り持つ？

丸川珠代五輪相 
　丸川珠代五輪相は３日夜の初閣議後の記者会見で、２０２０年東京五輪・パラリンピックの成功に向けた東京都の小池百合子知事や大会組織委員会の森喜朗会長との３者の連携について、「しっかりとその間でうまく連携が図れるような、調和を生み出す存在として仕事をしていきたい」と述べた。
　小池氏が都知事に当選した直後、森氏は都との協力について「小池さん次第だ」と牽制するなど、両氏の関係はぎくしゃくしており、丸川氏は神経を使いそうだ。
　丸川氏は小池氏について「先輩のお考えをしっかり伺いながら連携をする」と述べ、森氏に対しては「ずっと文教関係の政策に携わって総理大臣をお務めになった先輩」と敬意を表した。その上で、「（いずれも）五輪を招致し、成功させるという１つの目標に向かって進んでいる」と強調し、準備が着実に進むことへの期待を寄せた。
産経新聞2016.8.3 22:54更新 
【内閣改造・石井啓一国土交通相会見詳報】「生産性革命元年は私のカラーかも」
◇
　「引き続き、国土交通大臣及び水循環政策担当大臣を務めさせていただくことになりました。どうぞよろしくお願いをいたします」

官邸に入る石井啓一氏＝３日午後、首相官邸（宮崎瑞穂撮影） 
　石井啓一国土交通相の就任（再任）会見は、３日午後８時過ぎから国交省で開かれた。詳細なやりとりは次の通り。
　－－昼の退任会見では「さまざまな政策が道半ば」だとおっしゃっていたが、再任に当たって抱負を
　「引き続き、国土交通省に関わるさまざまな課題に全力で取り組んだ参りたいと思います。具体的には、東日本大震災からの復興創生の加速化、また熊本地震からの復旧・復興、また防災・減災対策・老朽化対策、こういった課題の他、わが国の領土・領海の堅守など、国民の皆様の安心・安全の確保に全力で取り組んでいきたいと思います」
　「また『ストック効果』を高める戦略的な社会資本整備や、新たに（政府の）『観光ビジョン』に盛り込まれた施策の推進を通じ、『観光先進国』に向けてしっかりと取り組んで参りたいと思いますが、国土交通省ならではの『現場力』をしっかり生かして、先頭に立って課題に取り組んでいきたいと思っています。中でも、私は今年を『生産性革命元年』と位置付け、省を挙げて取り組んでいますが、まだ緒に就いたばかりなので、引き続き（建設現場のＩＴ化に向けた）『ｉ－コンストラクション』の推進と、これまで打ち出してきたプロジェクトの具体化を図ると共に、引き続き生産性を向上させる取り組みを進めていきたいと思っています。
　－－総理からはどんな指示を受けたのか
　「まず『国土強靱化の取り組みを進めて、その取り組みを地域経済の発展の呼び水にするように』とのご指示でございます。特にリニア中央新幹線をはじめとする地方を結ぶ交通網の整備に積極的に取り組んで、『地方創生回廊』を作るようにとのご指示がありました。また『３世代同居・近居』を促進する住宅政策を検討し、実施するようにとのご指示も頂いております。また観光振興について、『外国人観光客４０００万人』の実現を目指し、全国的な観光インフラの整備の強化を進めるようにとのご指示もありました」
　「そのほか、航空輸送の安全・安定の確保、インフラシステム輸出の体制強化、海上保安体制の強化、領土・領空・領海の警戒警備、水循環に関する施策の推進についてご指示がございました。以上のご指示に基づきまして、しっかり取り組みを進めて参りたいと思っています」
　－－昨年の就任以来、くい打ち問題や三菱自動車問題などいろいろあったが、そうした事件を振り返りつつ、２期目は前向きにどう取り組んでいく考えか
　「昨年の就任以来、事件・事故・災害が続いて緊張の日々を送ってまいりましたが、ある意味で災害とか天災に類するものは避けがたいこともございますので、そうしたときにしっかり対応することが引き続き重要だと思っています。それ以外にも先程申し上げたさまざまな課題がございますので、まだ道半ばですので、引き続き全力で取り組んでいきたいと思います」
　－－再任に当たり、自らのカラーを前面に出していく考えは
　「あの私、余り『自分のカラー』ということにこだわらず、自分が課題に取り組む中でおのずから出てくるものだと思っています。ある意味で、『生産性革命元年』ということを打ち出したのも私のカラーの一つかもしれませんが、それは必要があって打ち出したことでありまして、必要がないのに旗を掲げることはありません。引き続き課題に着実に取り組んでまいります」
　－－経済対策が昨日閣議決定され、リニア中央新幹線の大阪開業は最大８年の前倒しを目指すが、整備新幹線に関しての考えは
　「整備新幹線についても、財投資金を活用してできるだけ前倒しするということで検討をさせていただいておりまして、建設を加速化していくと。これはもともと将来の、貸付資金を民間から借りて建設する、その代わりに財投資金を提供することによって、将来の金利負担を縮減して、整備新幹線の建設をより着実に行うということですが、今年度の補正予算に向けて具体的な検討を行ってまいります」
　－－具体的な路線や規模は
　「補正予算に向けて検討していく段階でございます」
　－－リニアの場合は、財務状況を回復するために冷却期間を８年おく予定だったのを、財投によって前倒しする。しかし整備新幹線の場合はお金が足りないからというわけではない。どんなロジックで前倒しが可能になるのか
　「確かに整備新幹線は、（北海道、北陸、九州の）３つの路線について整備目標を掲げていますけど、どちらかといえば事業費というよりも物理的な工程、長大トンネルや橋梁、用地取得や構造物の建設、そういったところで工期が定まってきているという面が確かにございます。ただ一方で、財投資金を活用することによって、民間から借り入れるところを長期固定・低利の資金を活用することによって、まあ金利負担を低減させるという新たな財源ができることになりますので、それを活用してですね、一日も早く前倒しするということでございます」
　－－整備新幹線に使う財投の規模はどれくらいか。前倒しするのは３路線か
　「財投の規模や融資条件につきましては、関係者と調整を進めている段階でございまして、これも今年度の補正予算に向けて詰めていきたいと思っていますが、どこの路線に投入するかも含めて今後詰めていきたいと思っておりますけど、いずれにしろ一日も早い開業が実現するよう取り組んでまいります」
　－－リニアへの財投は「経済効果が乏しい」との指摘もある
　「リニアについては『先の話じゃないか』というご指摘もございます。ただ、名古屋から大阪までの着手期間が８年間前倒しされることによりまして、やはり沿線の民間投資が誘発されるという効果は期待したいと思います」
　－－地元から要望のある山陰新幹線、四国新幹線についても整備に向けた行動をするのか
　「新幹線については、当面まずは、リニアは別として、整備新幹線３路線の目標としている時期までの整備について全力を挙げているという状況でございます」
　－－平成２９年度当初予算の概算要求では考えないということか
　「ございません。今の整備新幹線３路線について、財投なども活用して一日も早く整備できるよう取り組んでいるところでございます」
　－－「地方創生回廊」という言葉の意味をどう捉えているか
　「明確というか、確定した定義があるわけではないと思うのですが、新幹線とかあるいは高速道路網の整備によって、高速交通ネットワークを整備することによって、それぞれの地域を活性化していく、地方創生につなげていく、まあそういう意味だと私自身は捉えています」
　－－熊本地震や東日本大震災の復興状況についての現状認識は
　「東日本大震災からの復旧復興状況ですが、今年３月に丸５年が経過し、新たに『復興再生期間』ということがスタートしました。道路などの基幹インフラの再生は順調に進んでいると思います。特に復興道路、復興支援道路と位置付けておりますが、これは被災地復興のリーディングプロジェクトとして着実に整備が進んでおりまして、引き続き早期整備に努めていきたいと思います。それからＪＲ常磐線については、今年３月の時点で２０１９年度末までに全線開通するメドを建てたところでございます。住宅再建・まちづくりについても、おおむね県や市町村の立てた計画に沿って着実に進めておりまして、たとえば災害公営住宅につきましては、来年の春までに計画の８５％に当たる約２万５０００戸が完成する見込みでございます。引き続き、現場の課題に対してきめ細かく対応していきたいと思います」
　「さらに、これは復興庁とも連携しているのですが、今年を『東北観光復興元年』、こういうことで位置付けまして、いま全国的にはインバウンドの増加で各地が活性化していますが、東北はこの流れに置いていかれている状況がございますので、国内外で東北のプロモーションに一層取り組むなど、東北の観光腹腔に力を入れていきたいと思います。ただ、依然として多くの人が不自由な生活を送っていらっしゃいますので、一日も早い生活や、あるいは生業の再建ができるよう取り組んでまいりたいと思っています」
　「また熊本地震については、これまでもさまざまな取り組みを行ってまいりました。現在、応急仮設住宅については３８９８戸着手いたしまして、２８７１戸の整備が完了している。引き続き、なるべく早期の整備に努めていきたいと思っています。また宅地の復旧・復興ですとか熊本城の復旧、旅行需要の回復ということで『九州ふっこう割』も進めていって、着実な、全体的な取り組みを進めているところでございます」
　－－観光政策、訪日客の受け入れ対策にどう取り組んでいくか
　「観光につきましては、今年の春に設定しました新たな『観光ビジョン』の実現のため、引き続き政府一丸、官民一体となってビジョンを着実に実行していくことによって『観光先進国』の実現を果たして参りたいと思います。着実にインバウンドは増加していると認識しています」
産経新聞2016.8.3 22:17更新 
【内閣改造】稲田朋美防衛相「核保有は現時点では検討すべきでない」

記者会見する稲田朋美防衛相＝３日夜、首相官邸 
　稲田朋美防衛相は３日夜の記者会見で、核武装の必要性について「必要最小限度の自衛権の行使を考えた場合、現時点で核保有を検討すべきではない」と述べた。稲田氏は雑誌「正論」の平成２３年３月号で核武装を検討する必要性に言及していた。
　稲田氏はまた、「憲法の範囲内で、世界の情勢の中で、日本が必要最小限度の自衛権を行使するため武力を持つことは憲法が許している」とも述べた。
　８月１５日の靖国神社参拝に関しては「この問題は心の問題だ。行くとか行かないとか申し上げるべきではない。安倍内閣の一員として適切に判断して行動する」と述べた。中国、韓国との防衛協力については「韓国としっかりと連携を取る。中国ともいろんなレベルで話し合いをすることは非常に重要なことだ」と強調した。
産経新聞2016.8.3 23:44更新 
【民進党代表選】蓮舫氏、共産党との共闘路線でジレンマ　主流派支持で出馬も　

参院本会議に出席した民進党の蓮舫代表代行＝３日午前、国会（斎藤良雄撮影） 
　民進党の蓮舫代表代行は３日、岡田克也代表の任期満了に伴う代表選（９月１５日投開票）に出馬する意向を固めた。５日にも記者会見し、正式に表明する。党内では、岡田執行部を支えた主流派が支持する見通しだが、参院選の敗北を受け党の刷新が必要だとして、非主流派を中心に対抗馬擁立の動きも進んでいる。
　蓮舫氏は３日、党内派閥「自誓会」会長の細野豪志元環境相と国会内で会談。細野氏は党代表に求められる条件として、次の衆院選での共産党との共闘路線の見直し▽憲法改正に関する考えの策定－などを訴えた。蓮舫氏は会談後、記者団に「おおむね（考えが）一致している」と語った。
　蓮舫氏は、民共連携を進めてきた岡田執行部の一員で、岡田氏を支える野田佳彦前首相のグループに所属する。蓮舫氏は非主流派の細野氏らとの連携を模索し「岡田後継」（中堅）との見方を薄めたい考えとみられる。ただ、民共連携を大胆に転換すれば、岡田氏に近い勢力の支持も離れかねないジレンマも抱える。
　一方、江田憲司代表代行ら旧維新の党出身議員は３日の会合で、党内グループを立ち上げることを決めた。参加者は党内最大規模となる２３人。会合では、代表選でグループが一致した対応を取ることを確認した。党内では反「岡田」路線として、旧維新系グループと細野氏の自誓会、大畠章宏元国土交通相のグループが、推薦候補の一本化に向けた協議を続けている。
　擁立論が出ている長妻昭代表代行は３日、馬淵澄夫元国交相と会談し、代表選の党内情勢をめぐり意見交換した。
産経新聞2016.8.3 20:59更新 
【都知事選】民進・岡田克也代表、鳥越俊太郎氏の大敗を謝罪　代表退任との関係否定
　民進党の岡田克也代表は３日、都道府県連幹部を集めた党本部での会合で、先の東京都知事選に野党統一候補として擁立したジャーナリスト、鳥越俊太郎氏が大敗したことについて「代表としておわびしたい」と陳謝した。
　東京都連担当者は、告示直前に党本部主導で鳥越氏を擁立した経緯や、岡田氏が投票日前日に代表退任の意向を表明したことに疑問を呈した。岡田氏は「都知事選と代表選は分けて考えている」と釈明。同時に「来年は都議選がある。これを糧として、党の足場をしっかりつくらないといけない」と協力を求めた。
首相、憲法改正「自民党総裁の任期中に」 
日経新聞2016/8/3 19:19
　安倍晋三首相は３日夜の記者会見で、憲法改正について「自民党の党是であり、党総裁として自分の任期中に果たしていきたいと考えるのは当然だ」と述べた。同時に「そう簡単なことではない。その現実を踏まえて一歩一歩進めていく」と語った。
　国会での改憲論議のあり方に関しては「所属政党にかかわらず、政局ではなく、しっかりと日本の未来を見据えて議論を深めていきたい」と意欲を示した。
首相、憲法改正「所属政党にかかわらず議論深めてほしい」 
日経新聞2016/8/3 19:16
　安倍晋三首相（自民党総裁）は３日夕、内閣改造を受けて記者会見した。憲法改正について「与党が賛成すればできるものではない。まずは憲法審査会で所属政党にかかわらず、議論を深めていってもらいたい」と述べた。あわせて「自分の総裁任期中に果たしていきたいと考えるのは当然のことで、歴代の自民党総裁もそうだったと思う」と述べた。〔日経ＱＵＩＣＫニュース（ＮＱＮ）〕
靖国必ず参拝・過去に核発言　「タカ派」の稲田防衛相
朝日新聞デジタル岡村夏樹、二階堂勇2016年8月4日07時24分


　稲田朋美防衛相は、自民党内きっての「タカ派」として知られる。終戦記念日には必ず靖国神社に参拝し、日本が核保有を検討すべきだと発言をしたこともある。こうした言動が、中国や韓国との関係を悪化させないか。政府・与党内から不安視する声が出ている。
　「心の問題だと思っている。行くとか行かないとか、行くべきであるとか、行くべきでないとか申し上げるべきではない。安倍内閣の一員として適切に行動して参りたい」。稲田氏は３日夜、首相官邸で開かれた就任会見で、終戦記念日に靖国神社を参拝するかを記者団に聞かれ、こう述べるにとどめた。
　稲田氏は初当選を果たした翌年の２００６年、新人議員約３０人とともに、連合国が戦犯らを裁いた東京裁判が不当だと訴える「伝統と創造の会」を設立。以来、メンバーとともにサンフランシスコ講和条約が発効した４月２８日と終戦記念日の８月１５日は必ず、靖国神社に参拝してきた。１２年の月刊誌の対談では、靖国神社の英霊があつく弔われなければ「安全保障もあるわけがない」と発言したこともある。
稲田氏、靖国「行くとか行かないとか言うべきでない」
朝日新聞デジタル2016年8月3日20時01分
■稲田朋美防衛相
　（終戦記念日に靖国神社を参拝する考えがあるか聞かれ）私はこの問題は心の問題であって、行くとか行かないとか、行くべきだとか行くべきでないとか、そういうことを言うべきではないと思っています。（３日、首相官邸で記者団に）
官邸主導の体制強化　第３次安倍再改造内閣が発足
朝日新聞デジタル2016年8月3日22時49分
　安倍晋三首相は３日、内閣改造と自民党役員人事を行い、第３次安倍再改造内閣を発足させた。菅義偉官房長官ら主要閣僚を留任させ、党の中枢には、２年後に控える首相の党総裁任期の延長を主張する二階俊博幹事長を据えた。自民が衆参両院で握る単独過半数を足場に、官邸主導で「アベノミクス」や憲法改正の議論などを進める考えだ。
　今回の内閣改造では、菅氏のほか麻生太郎副総理兼財務相、岸田文雄外相ら内政・外交の要となる８閣僚を留任させた。一方、防衛相には将来のリーダー候補として重用してきた自民の稲田朋美・前政調会長を起用した。首相は３日夜、首相官邸で記者会見し、新たな内閣を「未来チャレンジ内閣」と命名し、「選挙で約束した政策を一層のスピード感をもって実現していく」と述べた。
　首相はアベノミクス推進のため、経済対策の一部の今年度第２次補正予算案を秋の臨時国会に提出すると表明。「最優先課題は経済」とし、「デフレからの脱出速度を最大限まで引き上げる」と語った。内閣改造の「目玉」とする新設の働き方改革担当相は、加藤勝信・１億総活躍担当相に兼務させ、非正規社員と正社員の賃金格差を是正する「同一労働同一賃金」の実現に取り組む考えを示した。年度内をめどに、改革の具体的な実行計画をまとめる方針だ。
財界、内閣改造を受け期待や要望「経済最優先で」
朝日新聞デジタル2016年8月3日20時19分
　第３次安倍再改造内閣の発足を受けて、経団連の榊原定征会長は「アベノミクスを加速させるのにふさわしい強力な体制。経済最優先で重要政策の推進に取り組んでいただきたい」と期待するコメントを出した。
　日本商工会議所の三村明夫会頭は「世界の主要国を見渡しても安定政権は希少。人口減少という国民や企業が抱える将来不安の解消などに全力で取り組んでほしい」と注文をつけた。
　経済同友会の小林喜光代表幹事は「財政健全化や税・社会保障の一体改革など痛みを伴う困難な改革を遂行し、持続可能で活力ある社会づくりに注力してほしい」と要望した。
社説　内閣改造　「安定政権」で何をする
朝日新聞デジタル2016年8月4日（木）付
　安倍首相がきのう、第３次再改造内閣と新たな自民党執行部を発足させた。
　麻生副総理兼財務相や菅官房長官、岸田外相を留任させ、政権の骨格は維持した。入院中の谷垣前幹事長に代わる幹事長には、二階前総務会長を充てた。二階氏は１８年９月までの安倍首相の党総裁任期の延長に前向きな発言をするなど、一貫して首相を支持してきた。
　防衛相には歴史認識などが近い稲田前政調会長を起用。自らの支持基盤への配慮もあっただろうが、韓国や中国のメディアが警戒感を示している。
　７月の参院選で自民、公明の与党が大勝したのを受けて、世論受けを狙う人事より、政権の安定を重視した守りの布陣と言えるだろう。
　首相がいま、問われているのは、参院選の大勝をどう生かすかだ。衆院を解散しなければ、あと２年余、衆参両院選挙のない期間が生まれる。この圧倒的な「数」と「時間」という政治的資産を何に使うのか。
　安倍内閣はアベノミクスで得た世論の支持を追い風に、特定秘密保護法や安全保障法制に力を振り向けてきた。
　首相は、きのうの記者会見で在任中の憲法改正に改めて意欲を示した。だが、日本政治にとっての最優先課題は他にある。
　世界でもまれな少子高齢化にいかに立ち向かい、子や孫の世代に持続可能な社会をどう引き継いでいくか――。多くの国民はそれを望んでいるはずだ。
　求められるのは、長期的な視点に立った政治の営みである。社会保障の立て直しにしても、財政再建にしても、国民にビジョンを示し、「痛み」を求め、理解を得る。そんな粘り強さが欠かせない。
　エネルギーや働き方の改革を含む成長戦略も、成果を生むまでには相当の時間が要る。
　政権はこれまで「デフレからの脱却」の掛け声のもと、金融・財政政策を「ふかす」ことに重きを置いてきた。
　かつてないほどの安定政権を得たいま、逆風をも覚悟し、広く、長い視野で真に必要な政策に取り組めるか。
　野党、とりわけ第１党の民進党に協力を求めることも必要だろう。４年前、民主党政権が主導し、自公両党と合意した「税と社会保障の一体改革」の枠組みは崩れている。首相の２度にわたる消費増税延期がその原因だが、首相は一体改革をどうしようとしているのか。
　厳しい課題から逃げることなく、改革を前に進めなければ、安定政権に意味はない。
社説　安倍再改造内閣　経済再生を効果的に加速せよ

読売新聞2016年08月04日 06時03分

◆安定布陣で危機対処を強めたい◆
　政策の継続性と安定した政権運営を重視した、手堅い陣容と言える。デフレ脱却をはじめ、様々な重要課題に果敢に取り組み、具体的な成果を上げねばなるまい。

　第３次安倍再改造内閣が発足した。麻生太郎副総理兼財務相、菅義偉官房長官ら８閣僚が留任し、内閣の骨格は維持された。

　自民党三役は重厚な布陣だ。幹事長に二階俊博総務会長、その後任に細田博之幹事長代行、政調会長に茂木敏充選対委員長が就任した。いずれも三役経験者だ。

　◆官邸と党は緊密連携を

　二階氏は、与野党にパイプを持ち、調整力に優れた実力者で、次期衆院選も見据えた起用である。「黒子役」に徹した谷垣氏に比べて、情報発信にも積極的だ。

　安倍政権では３年半余、首相官邸が政策決定を主導してきた。この「政高党低」の構図の変化を危惧する向きもある。首相が意欲を見せる憲法改正について、二階氏は慎重な姿勢を崩さない。

　官邸と党執行部が緊密に連携し、認識を共有することが肝要である。

　安倍首相は記者会見で、「政策を総動員し、デフレからの脱出速度を最大限まで引き上げる」と強調した。

　新内閣が最優先すべきは、無論、日本経済の再生である。

　政府は事業規模２８・１兆円という大型の経済対策を決定したが、効果が一過性の旧来型公共事業のバラマキは許されない。

　今年度第２次補正予算の編成では、民間の投資や消費を喚起する費用対効果を吟味し、事業を選定すべきだ。麻生財務相や石原伸晃経済再生相、世耕弘成経済産業相は、肝に銘じてもらいたい。

　留任した加藤勝信１億総活躍相は、長時間労働の是正や同一労働同一賃金などの働き方改革担当を兼務する。改革は成長戦略強化のカギを握る。生産性向上や内需底上げにつなげ、少子高齢化や人口減の影響を克服したい。

　◆警戒要する北ミサイル

　加藤氏は、塩崎恭久厚生労働相、山本幸三地方創生相らと連携し、知恵を絞ることが大切だ。

　最近の内閣は、新たな政策の担当相や特命相が乱立気味である。役割分担が複雑・不明確化し、担当の官僚組織も細分化されて非効率になる弊害が生じている。重要性が高くない担当相は廃止し、きちんと整理してはどうか。

　五輪相には、丸川珠代環境相が横滑りした。膨張する東京五輪の費用の抑制が当面の課題だ。

　与党推薦候補を破って初当選した小池百合子東京都知事は、五輪関連予算などの妥当性を調査する組織の設置を発表した。丸川氏には、小池氏と大会組織委員会を調整する役割が求められる。

　内閣改造の当日、北朝鮮がノドンとみられる弾道ミサイルを発射し、秋田沖の排他的経済水域（ＥＥＺ）に落下した。かつてない事態で、日本にとって脅威だ。

　北朝鮮の核・ミサイル開発や、中国の独善的な海洋進出などに対し、自衛隊は、米軍と連携して警戒を強化し、的確に対処する体制を構築せねばなるまい。

　自民党の稲田朋美政調会長を防衛相に起用したのは、今回の目玉人事である。ただ、衆院当選４回での再入閣は異例で、防衛相としての力量は未知数だ。

　３月施行の安全保障関連法は運用段階に入る。南スーダンで国連平和維持活動（ＰＫＯ）に従事する自衛隊部隊への「駆けつけ警護」任務の付与も課題だ。

　将来のリーダー候補の一人とされる稲田氏の真価が問われる。

　外交では、中国、韓国との関係改善が焦点となる。今月下旬の日中韓外相会談をその一歩とし、年内の日中韓首脳会談の日本開催につなげたい。岸田文雄外相の手腕や、在任３年半余に培った中韓両国との人脈が試されよう。

　◆挙党態勢をどう図るか

　安倍首相は、９月の非公式訪露を経て、年内のプーチン大統領来日の実現を目指す。北方領土問題へのロシア側の態度は固い。交渉を戦略的に進める必要がある。

　石破茂・前地方創生相は、「自民党に多様な意見があることは大事」と語り、閣外に去った。

　再来年９月の安倍首相の総裁任期切れをにらみ、政権構想作りなどを本格化させるだろう。「ポスト安倍」を巡るライバルの岸田外相とは対照的な道を選択した。

　総裁任期の延長論が出始めた安倍首相にとって、波乱要因となる可能性もある。首相は、石破派の山本有二・元金融相を農相に起用し、党内融和に配慮した。今後も適切な党運営を心がけることが求められよう。

社説 　改造内閣　党対策より改革推進を
毎日新聞2016年8月4日　東京朝刊
　第３次安倍再改造内閣が発足した。安倍晋三首相は閣僚の半数以上を代える一方で、大半の主要閣僚は留任させ、継続性を重視した。 
　参院選で政権の基盤を強化した首相が、どんな旗印を人事で示すかが注目された。留任した閣僚の多くは官房長官、財務相、外相など政権の骨格に関わるポストだ。閣僚１０人が入れ替わったにもかかわらず、あまり変化を感じさせない布陣である。 
　防衛相に稲田朋美・前自民党政調会長、経済産業相に世耕弘成・前官房副長官をあてるなど、首相に近い議員の登用が目立つ。稲田氏の起用は安全保障政策を担当させることで、将来のリーダー候補として育てる狙いからとみられる。 
　初入閣が８人にのぼった背景には、当選を重ねながら閣僚経験がない「待機組」が自民党内で約７０人に達し、派閥に不満がたまっている事情がある。党内には２０１８年秋に期限を迎える首相の総裁任期延長を求める声がある。首相はきのうの記者会見で「任期延長は全く考えていない」と述べたが、人事を通じて「身内」の優遇と党内基盤の強化を進めた印象はぬぐえない。 
　一方、石破茂前地方創生担当相は閣内残留を求める首相の要請に応じず閣外に去った。「ポスト安倍」をにらんだ動きとみられるが、首相とスタンスの違いが目立っていただけに、自然な判断だろう。 
　今回の人事で残念なのは、首相が改造内閣で何を目指すのかというメッセージがあまり伝わってこなかった点である。 
　首相はこれまで「地方創生」や、「１億総活躍」担当相を設けるなど、内閣改造人事のたびに政策の新たな目標を示してきた。今回は「働き方改革」担当相を設け、加藤勝信１億総活躍担当相が兼務した。雇用・給与改革の重視は理解できる。 
　ただ、安倍内閣はいま、政策全般の再点検を迫られつつある。 
　アベノミクスの経済政策をめぐっては、首相が約束した経済成長の目標達成が困難な状況だ。消費増税の先送りにもかかわらず、財政出動には歯止めがかからない。 
　参院で自民党が２７年ぶりに単独過半数の議席を回復するなど、参院選を経て安倍内閣は難易度の高い改革に取り組める基盤を得た。 
　とりわけ７５歳以上の高齢者の急増に伴う医療・介護や、子育て支援などに対応できる税と社会保障のビジョン作りは強い内閣でこそ可能だ。こうした改革に正面から取り組む姿勢をみせてほしかった。 
　首相は在任中の実現を目指す憲法改正について、議論の進展に改めて期待を示した。だが、政権の多くの力を費やせる状況ではあるまい。 
社説　新内閣は難しい課題から逃げるな 
日経新聞2016/8/4付
　第３次安倍再改造内閣が３日に発足した。３年半の政権運営が評価された参院選での与党勝利を受け、主要な政策を推進していく布陣となる。社会保障や労働市場の改革などの難しい課題にも逃げずに取り組み、日本経済の潜在成長力を高めてほしい。
　安倍晋三首相は３日の記者会見で「2020年とその先を見据えながら一億総活躍をはじめ日本の未来を切り開いていく。これが新たな内閣の最大の使命だ。未来チャレンジ内閣だ」と語った。
顔ぶれ、堅実さ重視
　現政権の発足以来の骨格は今回も維持した。麻生太郎副総理・財務相や菅義偉官房長官、岸田文雄外相らを留任させ、堅実さを重視した政権運営をめざす。
　国内外に懸案が山積し、専門性や継続性がいる閣僚が腰を落ち着けて仕事をする意味は大きい。ただ惰性に陥らないためには、優先すべき政策目標を政府全体で再確認しておく必要がある。
　改造人事では新たに10人が入閣した。経済産業相は世耕弘成氏、防衛相は稲田朋美氏を起用した。稲田氏は北朝鮮が３日朝に弾道ミサイルを秋田県男鹿半島沖に発射したため、緊迫した状況下で職務を引き継いだ。
　地方創生相は山本幸三氏が就任し、規制改革と「まち・ひと・しごと創生」を兼ねる。前内閣では全国が対象の規制改革と地域限定の特区の担当が分かれ、連携がうまくいかない面があった。特区の試みを全国展開するか否かの判断が一元化されるのは前進だ。
　一億総活躍相の加藤勝信氏は新設された「働き方改革」の担当を兼ねる。子育てや介護の支援策に加え、長時間労働の是正や労働市場改革を集中的に担う。ぜひ目に見える成果をあげてほしい。
　自民党執行部は一新された。二階俊博幹事長、細田博之総務会長、茂木敏充政調会長が三役を占め、経験と安定性を重視した顔ぶれだ。自転車事故で療養中の谷垣禎一前幹事長が退き、与党内の力学が変化する可能性もある。
　安倍首相の自民党総裁の任期は18年９月まで。二階氏は次期衆院選の準備や自ら言及した党則改正による総裁任期の延長などを巡って発言力を強めそうだ。
　改造内閣の最優先課題は勢いを欠く日本経済の立て直しとなる。今度こそ腰を据えた対応が問われる。中長期で経済の実力を強くする構造改革に踏み込むべきだ。
　アベノミクスは金融緩和と財政出動、構造改革の３本の矢でデフレ克服と経済の底上げを狙った。当初は日銀の強力な異次元緩和の効果で円安と株高が進み、景気や物価の状況も改善した。だが米国がドル高を容認しない姿勢に転じ、中国経済の不透明感もあって円安の流れは反転した。
　円高が一段と進めば、海外で稼ぐ企業の収益が悪化し、景気を冷やす懸念がある。財政、金融の両面で政策余地は限られ、構造改革に軸足を置いた対応が必須だ。
　政府は２日、事業規模が28兆円にのぼる経済対策を決めた。国と地方の財政支出の追加は、16年度補正予算と17年度予算の合計で7.5兆円と全体の４分の１程度だ。財政投融資や民間投資分も合わせて、規模を大きくみせた。
　対策は保育や介護に携わる人の待遇改善策、長時間労働の是正や「同一労働同一賃金」など働き方改革を前面に出した。
将来不安の解消が急務
　潜在成長力の底上げには女性や高齢者の労働参加と効率の高い働き方が欠かせない。一時的ではなく息の長い改革の実現を強く求めたい。
　「未来への投資」をうたう経済対策には、19年10月に延期した消費増税対策で低所得者に一律１万５千円を給付するなど、付け焼き刃の政策も散見される。21世紀型のインフラ整備や中小企業支援、災害復興などをひとまとめにしているが、本当に成長に資するのか疑問な政策もある。
　将来に対する不安を解消しなければ個人消費は上向かない。25年度以降には団塊の世代が軒並み75歳以上となる超高齢化時代に突入する。20年度に基礎的な財政収支の赤字をなくす財政健全化目標も達成が危うい。給付と負担のバランスを整える社会保障改革に今こそ真剣に取り組むべきだ。
　麻生財務相は日銀の黒田東彦総裁と会い、アベノミクス加速での連携を確認した。日銀は７月末に追加金融緩和を決め、９月には一連の緩和効果を検証する。マイナス金利には銀行の収益悪化などの副作用がある。構造改革も含めてバランスの取れた対応を探ってほしい。
産経新聞2016.8.4 05:02更新 
【主張】　再改造内閣　成長へ効果上げる采配を
　参院選後の内閣改造で、安倍晋三首相は主要閣僚を留任させる一方、新人８人を登用した。
　首相は会見で「未来への責任を果たしていくことが最大の使命だ」と語った。同時に「選挙で約束した政策をスピード感をもって実行する」とも述べた。
　新体制の下、デフレからの脱却を急ぎ、民需主導の持続的な成長基盤を構築しなければならない。
　首相に求められるのはこの布陣で真に成長を加速できるよう、采配をふるう強い統治力である。
　政府内での重複を排し、重要課題に対して最大限の効果を上げられる取り組みに努めてほしい。
　加藤勝信１億総活躍担当相は、同一労働同一賃金などを扱う新設の「働き方改革担当相」を兼務することになった。
　子育て世代の消費拡大を図る上で、同一労働同一賃金を浸透させ、非正規社員の待遇改善を実現することは重要な課題だ。同じ人物が担うことは妥当だろう。
　ただ、労働政策は本来、厚生労働省の所管だ。同じテーマで微妙に方向性が異なる対応となっては、かえって政策を進める妨げになりかねない。
　塩崎恭久厚労相と緊密な意思疎通を図っていく必要がある。
　石破茂氏に代わり山本幸三氏が務める地方創生担当相の仕事も、総務、国土交通両省との仕切りが難しい分野である。
　こうした点をどう整理するかは前内閣からの課題だった。参院選の前までは、各省が十分連携しないまま、国民の耳目に入りやすい政策をそれぞれアピールしていたきらいもある。
　必要な予算、人員を投入する以上、首相が重複をなくし、機動的な政策展開に向けて働きかけることが重要である。
　成長戦略の深化には、海外の経済活力を取り込む環太平洋戦略的経済連携協定（ＴＰＰ）の発効に向けた取り組みが急務だ。
　秋の臨時国会での、承認案と関連法案の成立に備えるべきだ。国内対策にも万全を期す必要があろう。ただ、留意すべきは過度な保護政策は競争力の強化につながらないという点である。
　農業分野では農地の集積や資材コストの低下などにさらに力を入れる必要がある。改革への抵抗をはねのけ、規制緩和を推進する姿勢が欠かせない。
社説　安倍再改造内閣発足　憲法擁護こそ自覚せよ

東京新聞2016年8月4日

　第三次安倍再改造内閣が発足した。安倍首相は在任中の憲法改正に意欲的だが、大臣らには憲法尊重擁護義務がある。新体制始動を機に自覚を促したい。

　安倍晋三首相にとっては第一次内閣以来七回目の組閣である。麻生太郎副総理兼財務相、菅義偉官房長官、岸田文雄外相ら政権の骨格を担う閣僚を続投させ、五輪相に横滑りした丸川珠代氏を含めて九閣僚が閣内にとどまった。

　野党側からは「新味はない人事だ」（小川敏夫民進党参院議員会長）との批判も出ているが、首相にとっては、政策の継続を念頭に置いた手堅い布陣なのだろう。

◆「改憲」の鎧がのぞく

　新内閣は、二階俊博幹事長ら自民党新執行部とともに政策課題に取り組むことになるが、従来とは政治状況が全く異なることに、私たちは留意せねばなるまい。

　それは七月の参院選を経て、憲法改正に前向きな、いわゆる「改憲派」が、改正の発議に必要な三分の二以上の議席を衆参両院で占めている、ということである。

　憲法改正を政治目標に掲げてきた安倍首相は党総裁としての任期である二〇一八年九月までの「在任中に成し遂げたい」と公言してきた。参院選公示直前には「与党の総裁として、次の国会から憲法審査会をぜひ動かしていきたい」とも語った。

　参院選後も記者会見で「どの条文をどう変えるべきか、憲法審査会で議論が進んでいく、成熟していく、収れんしていくことが期待される」と述べている。

　参院選で政権与党である自民、公明両党は、憲法改正が争点となることを意図的に避けてきた。

　しかし、与党の党首を兼ねる首相が改憲意欲を示し続ける以上、新内閣がどんなに経済最優先、アベノミクスの加速を掲げても「改憲内閣」の鎧（よろい）は隠しきれないのが現実だろう。

◆政治的資産の使い道

　改正手続きが明記されている以上、現行憲法は改正が許されない「不磨の大典」ではない。

　しかし、改正しなければ国民の平穏な暮らしが著しく脅かされる恐れがあり、改正を求める声が国民から澎湃（ほうはい）と湧き上がっているような政治状況だろうか。

　改憲派の中ですら、改正を必要とする項目は一致しない。

　自民党は九条改正による国防軍創設など、現行憲法を全面的に改正する改憲草案をまとめているのに対し、同じ与党の公明党と、改憲派のおおさか維新の会は九条改正は当面必要ないと主張する。

　公明党は、環境権などを加える「加憲」の立場で、おおさか維新の会は教育無償化や道州制、憲法裁判所の創設に重きを置く。

　野党第一党である民進党はそもそも、安倍内閣の下での憲法改正に反対だ。

　こんな政治状況下で安倍政権が憲法改正に突き進むのなら「改憲ありき」との批判は免れまい。

　二階氏はきのうの記者会見で、憲法改正は「慎重の上にも慎重に対応するのは当然のことだ」と述べた。その姿勢を貫いてほしい。

　主要野党が反対するような改正はすべきでないというのが、衆参両院で三分の二という高いハードルを課した憲法の趣旨だろう。

　与党多数という「政治的資産」は緊急を要しない憲法改正よりも国民の暮らしをより豊かにする政策にこそ振り向けるべきである。

　子育て支援や教育の充実、格差是正や個人消費拡大などの経済政策、持続可能な社会保障、子孫に膨大な借金を負わせない財政規律の確立など困難な課題が山積する。新内閣一丸でこれらの課題に立ち向かってこそ国民の負託に応えることになる。

　新体制発足を機に、あらためて強調しておきたい憲法の条文がある。第九九条である。

　＜天皇又（また）は摂政及び国務大臣、国会議員、裁判官その他の公務員は、この憲法を尊重し擁護する義務を負ふ。＞

　憲法は国民が政治権力を律するためにある。憲法改正の発議権がある国会議員が、改正を議論することは許されてしかるべきだが、発議権を有しない首相や閣僚が現行憲法を蔑（ないがし）ろにするような言動を繰り返し、改正を既定路線のように印象づけるのは言語道断だ。

◆総裁任期延長の誤り

　安倍首相の党総裁としての任期を、一八年九月を越えて延長する案も自民党内からは聞こえるが、賢明な判断とはとても言えない。

　ましてやそれが、安倍首相在任中の改憲を実現する目的なら、憲法を私するような行為と厳しく指弾されてもやむを得まい。

　自民党史をひもとけば、中曽根康弘首相が一九八六年、衆参同日選勝利を受けて一年間延長された例はあるが、総裁に任期がある背景に、権力の集中、腐敗を防ぐ民主主義の経験や知恵があることを忘れるべきではないだろう。

 

しんぶん赤旗2016年8月4日(木)

主張　安倍政権改造人事　アベノミクスと改憲への布陣

　安倍晋三政権が参院選の結果を受け、内閣改造と自民党役員人事を行いました。第３次安倍第２次改造内閣の発足です。参院選で福島、沖縄の有権者の厳しい批判で落選した岩城光英法相と島尻安伊子沖縄北方担当相を交代させるとともに、「アベノミクス」の破綻をごまかす巨額の経済対策や環太平洋連携協定（ＴＰＰ）の批准促進、戦争法の具体化、改憲の推進などを意識した人事です。自民党が入院中の谷垣禎一氏に代えて二階俊博氏を幹事長に据えるなど人事を一新したのも、体制固めのためです。安倍政権の暴走への批判とたたかいが重要です。

「だまし討ち」の暴走政治

　参院選の投票から１カ月弱―。安倍首相は参院選では「アベノミクス」の手柄話しかしなかったのに、選挙が終わった途端、自民・公明の与党など改憲勢力で参院でも「３分の２」の議席を獲得したことなどを背景に、「アベノミクス」やＴＰＰの推進に加え、選挙中は演説で触れることさえしなかった憲法改悪まで、「だまし討ち」的に乗り出しています。

　今回の内閣改造によっても、麻生太郎副総理・財務相、菅義偉官房長官、岸田文雄外相、高市早苗総務相､塩崎恭久厚労相､｢働き方担当」を兼務する加藤勝信１億総活躍担当相らはすべて留任です。「アベノミクス」と消費税の増税を推進し、戦争法などを強行してきた政権の骨格は変わりません。

　政治とカネの問題で今年１月辞任した甘利明氏に代わってＴＰＰの国会審議を担当してきた石原伸晃経済再生担当相も留任し、秋の臨時国会でのＴＰＰの批准を目指す姿勢があらわです。石原氏とともにＴＰＰ審議にあたる農水相に閣外に出た石破茂氏にも安倍首相にも近い山本有二氏、経産相に官房副長官を務めた世耕弘成氏を据えたのもＴＰＰ対策です。

　安倍政権は内閣改造の前日、事業規模で総額２８兆１０００億円に上る経済対策などを決定しました。リニア中央新幹線や整備新幹線、港湾整備など大型公共事業を借金頼みで推進するとともに、子育てや介護の「充実」は不十分で、社会保障の削減を押し付ける内容です。「アベノミクス」の破綻を取り繕うどころか、国民の暮らしも経済も、さらには財政までも悪化させることは明らかです。

　戦争法を今年３月に施行した安倍政権が、首相に思想的立場が近いタカ派の稲田朋美前自民党政調会長を防衛相に起用し、戦争法具体化の体制を強めてきたことも重大です。南スーダンで活動中の自衛隊部隊への「駆け付け警護」の任務追加や「戦闘地域」での米軍への支援などは、自衛隊が「殺し殺される」危険を現実にするものです｡暴走は絶対に許されません｡

改憲の策動絶対に許さぬ

　安倍政権が、自民党の改憲案をベースに国会の憲法審査会で改憲案づくりの審議を本格化させようとしているのは危険です。自民党が安倍首相を支持してきた二階前総務会長を幹事長に据え、高村正彦副総裁を留任させた以外は体制を一新、首相と同派閥の細田博之氏を総務会長、茂木敏充氏を政調会長などとしたのも改憲などに突き進む首相を支えるためです。

　国民は安倍首相が参院選で堂々と訴えたわけでもない改憲を認めません｡｢だまし討ち｣改憲など許さないたたかいが求められます

社説　安倍改造内閣　独善に自戒を求めたい
北海道新聞08/04 08:55
　第３次安倍晋三再改造内閣がきのう発足した。
　官房長官、財務相、外相など主要閣僚の多くが留任した。自民党役員人事では幹事長、政調会長、総務会長が代わったが、主要ポスト間の入れ替えが中心だ。
　参院選の勝利を受け、宿願とする憲法改定の実現に向けて、足場を固める意図があるのだろう。
　首相は改造後の記者会見で「戦後最も安定した政治基盤を獲得できた」と強調し、経済政策の継続と加速を目指す姿勢を示した。
　だが、稲田朋美防衛相や世耕弘成経済産業相ら側近を重用し、首相と距離を置く石破茂前地方創生担当相が閣外に去った布陣は「安倍一色」をさらに強めた。
　選挙での勝利は白紙委任状ではない。安全保障関連法や特定秘密保護法を成立させた独善に再び陥ることは、あってはならない。
　今回の人事では、自転車事故で入院し、続投を固辞した谷垣禎一前幹事長の後任が焦点となった。
　首相が当選１１回、７７歳の二階俊博氏を選んだのは、改憲をめぐる論戦を控えて、党の重鎮の人脈と調整力に期待したためだ。二階氏が、安倍首相の総裁任期延長に前向きなことも影響しただろう。
　一方で二階氏は、記者会見で改憲について「慎重の上にも慎重に対応する」と述べ、野党とも時間をかけて協議すると言明した。
　単に政権を支えるのではなく、与党内の多様な意見を守り、野党と協調する姿勢を期待したい。
　閣僚人事で気になるのが、防衛相に就いた稲田氏の政治姿勢だ。
　憲法９条改定を主張し、靖国神社を定期的に参拝してきた。歴史認識をめぐる強硬発言も目立つ。
　防衛相に求められるのは不用意な挑発ではなく、摩擦を未然に防ぐ役割だ。自覚を強く求めたい。
　米軍普天間飛行場の移設問題も担う。先月には党政調会長として「負担軽減で、できるものはすべてやる」と現地で約束した。ならば現行の辺野古移設計画に固執せず、見直しに踏み出すべきだ。
　閣僚人事のもう一つの目玉が「働き方改革担当相」新設だが、１億総活躍担当相に留任した加藤勝信氏が兼任する。本来、働き方改革は１億総活躍社会の根幹だ。看板の追加で新味を出そうというのでは、安易に過ぎないか。
　前内閣では甘利明元経済再生担当相や高木毅前復興相らをめぐる「政治とカネ」や資質の問題が浮上したが、説明責任を果たさずに交代した。野党は新閣僚の資質について、国会で検証してほしい。
社説　内閣改造　地方経済の再生重点に
秋田魁新報2016年8月4日 9時24分 掲載 
　第３次安倍再改造内閣が発足した。麻生太郎副総理兼財務相や菅義偉官房長官ら主要閣僚が留任する一方、金田勝年氏（衆院秋田２区）ら８人が初入閣した。安倍晋三首相はアベノミクスの推進を新布陣での最優先課題に掲げる。ほかにも地方創生や社会保障の充実、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）承認の是非など課題は山積しており、新内閣の力量が問われる。
　アベノミクスが始まって３年半がたつが、地方の経済情勢は厳しいままだ。安倍首相は改造後の会見で「一層のスピード感を持って実行し、結果を出す」と述べたが、特に地方経済の再生は待ったなしの課題だ。
　今回の改造で最も注目されるのは、女性として２人目の防衛相に就任した稲田朋美氏だ。集団的自衛権の行使を可能にした安全保障関連法が今秋以降に本格運用を迎える中、自衛隊員の安全確保を含め適切な対応が求められる。自民党内には、稲田氏が防衛政策に精通しているとは言えないとの見方もあり、その手腕には懸念が残る。
　稲田氏は憲法９条改正が持論で「素直に解釈すれば自衛隊は違憲となる。この状態を放置するのはどうなのか」などと述べてきた。韓国や中国での報道には既に警戒感が見られ、自衛隊を統括する大臣として慎重な言動を心掛けるべきだ。
　改造の日に北朝鮮は弾道ミサイルを発射し、男鹿半島の西２５０キロの日本の排他的経済水域（ＥＥＺ）内に落下した。国連安全保障理事会決議を無視した暴挙で、本県としても見過ごせない事態だ。米国や韓国と連携し厳正に対処するとともに、国民の不安に応える情報提供が必要だろう。
　金田氏は本県選出議員としては１７年ぶりに入閣し、法相に就任した。ヘイトスピーチやいじめといった人権問題、難民申請への対応など法務行政を取り巻く課題は多い。金田氏は「国民に身近で頼りがいのある法務行政のため頑張りたい」としており、全力を尽くしてほしい。
　特に死刑制度については国民的議論を喚起することが大切だ。裁判員裁判による判決を受け昨年末に初めて死刑が執行され、裁判員を務める市民の精神的負担の重さが指摘された。世論調査では「死刑はやむを得ない」とする人が大多数だが、終身刑導入を求める声もあり議論の場を設けることが望まれる。
　また、内閣改造とともに自民党役員人事も行われ、幹事長に二階俊博氏が就任した。アベノミクスの地方波及などを実現させるため「安倍首相を支える」とする一方、憲法改正については「慎重な上にも慎重に対応する。野党との話し合いは大変大事。時間をかけて話し合う姿勢が大切だ」と述べた。
　衆参両院とも改憲勢力が３分の２以上を占める中、与党は数の力におごることなく、野党の意向も酌みながら丁寧に議論を進めるべきである。
東奥日報2016年8月4日(木)

社説　謙虚な政権運営に努めよ／内閣改造と自民党人事

　参院選を受け安倍晋三首相は自民党首脳人事と内閣改造を行った。いち早く総裁任期延長を唱えた二階俊博前総務会長を幹事長に、出身派閥会長の細田博之前幹事長代行を総務会長にそれぞれ充て、自らと政治信条が近い稲田朋美前政調会長を女性2人目となる防衛相に起用した。

　また、第2次安倍内閣以来、政権の要となってきた菅義偉官房長官と麻生太郎副総理兼財務相、安倍首相からの禅譲を期待しているとされる岸田文雄外相を留任させた。

　一方、ポスト安倍を狙い、時に政権運営に批判的な言動も見せた石破茂前地方創生担当相は閣内から去った。

　政権内では「安倍1強」色がより濃厚になった形だ。見方によっては2018年9月までとなっている総裁任期の延長と、退陣後の影響力維持を企図した布陣にも見える。

　安倍首相は「道半ば」であるアベノミクスを加速させる方針。さらに任期中の憲法改正を目指すことを表明している。いずれも民意を無視して行える問題ではない。特に国論を二分しかねない憲法改正を明確に視野に入れる今、安倍政権に批判的な声にも丁寧に耳を傾け、政権内でも熟議を重ねる姿勢を持つことが必要だ。

　参院選では本来、圧倒的に有利であったはずの32ある改選1人区のうち、本県を含む11選挙区で野党統一候補に敗れた。

　東京都知事選では自民、公明両党の全面支援を受けた増田寛也元総務相が、自民党から除名対象とされている小池百合子元防衛相に敗れた。

　これらの結果を見れば安倍首相や与党への支持が絶対的なものではなく、場合によっては空洞化しかねないものであることが明らかだ。

　言うまでもなく、政治の重要な役割の柱は国民の間の対立、分裂を克服し統合することにある。「国政選挙で国民の信任を得た」として強硬一辺倒となりがちな政権運営では逆に亀裂を深めることになりかねない。さすがに、それは安倍首相も本意ではないだろう。

　石破氏が一議員としてあるいはグループのトップとして自らの考えを明らかにしていくことにはもちろん期待したい。しかし、まず閣僚、自民党首脳それぞれが党内外の声に耳を澄ますべきだろう。そのためには安倍首相自身が謙虚な姿勢を持たなければならない。

社説　安倍改造内閣／改憲より優先課題が山積み
河北新報2016年08月04日木曜日
　新鮮味に乏しく、「側近」で守りを固めた印象だ。政権の安定を優先する安倍晋三首相らしい布陣と言えよう。
　第３次安倍再改造内閣がきのう発足した。主要８閣僚が留任し、交代は金田勝年法相（衆院秋田２区）ら初入閣組８人をはじめ１１人となった。
　東日本大震災の被災地としては山本公一環境相、今村雅弘復興相の２人に注目したい。前任が醜聞や失言などで信頼を失い、影が薄かっただけに、復興加速のために先頭に立ち力を尽くしてほしい。
　さて、参院選で与党が圧勝した盤石の体制下での船出である。安倍首相は自民党総裁の任期（２０１８年９月）延長もにらんで、長期政権が視野に入っているはずだ。党幹事長に容認派の重鎮、二階俊博氏を起用したのもその布石に違いない。
　何より念頭にあるのは宿願の憲法改正であろう。改憲勢力が衆参両院で、発議に必要な３分の２議席を確保できたことは、安倍首相にとって千載一遇の好機。各党間で温度差があるとはいえ、政治日程に乗せる仕掛けを本格化させていくだろう。
　改めて強調しておきたいのは、安倍首相が参院選の最大争点として掲げたのは経済政策「アベノミクス」であって、改憲ではない。「白紙委任」された、とはき違えないでほしい。自らの口で改憲のテーマすら語っていないのだ。
　当面、安倍首相は秋の臨時国会で、両院の憲法審査会で論議を始める意向を明らかにしている。一方、野党は数の力をたのみに進めてきた政権運営に警戒感を募らせる。特定秘密保護法や安全保障関連法を押し通してきたからだ。
　憲法の中身は国のありようと深く関わり合う。拙速な対応は避けて熟議を重ね、野党の意見にも耳を傾ける謙虚な姿勢が求められる。
　まずは安倍首相自らが「道半ば」と認めているアベノミクスにエネルギーを傾注して、実のあるものにしてほしい。地域間格差が拡大したまま、日陰に置かれている地方にとっては切実な願いだ。
　アベノミクスは金融緩和と財政出動に支えられてきたが、世界情勢の急激な変化で陰りが出てきた。円高・株安が進んで企業の設備投資は伸び悩み、消費を中心とした内需は力強さを欠いている。
　てこ入れのために打ち出したのが２８．１兆円の経済対策だ。規模こそ膨らんでいるが、財政投融資などによるかさ上げに加えて、インフラ投資を建設国債の発行で賄っているのも、旧来型の公共事業ばらまきの復活を思わせる。
　総額１０００兆円を超す国の借金漬けの現状を見れば、国債頼みの「矢」はもう限界に来ているのではないか。国民に負担増を求める制度改革は、もはや避けて通れない。消費税増税再延期に伴う社会保障充実への財源の穴埋めを含め、具体的な財政再建の行程を示す責務がある。
　政府が２０年度に基礎的財政収支を黒字化する財政健全化目標には「黄信号」がともっている。経済の構造改革による増収はもちろん、歳出削減は待ったなし。改憲より先に真正面から取り組まなければならない課題は山積みだ。
デーリー東北2016年8月4日木
時評　内閣改造　民意に寄り添った政治を（8月4日） 
　安倍晋三首相による内閣改造・自民党役員人事を経て第３次安倍再改造内閣が発足した。
　主要閣僚として第２次安倍内閣発足以来首相を支えてきた菅義偉官房長官、麻生太郎副総理兼財務相、岸田文雄外相らが留任。一方で、「ポスト安倍」をうかがう石破茂前地方創生担当相は「自民党内に多様な意見があることを示す」として、打診された防衛相などへの就任を固辞して閣外に去った。
　党役員人事では、再任された高村正彦副総裁を除く４役が入れ替わった。サイクリング中の事故で負傷、入院中の谷垣禎一前幹事長に代わって、２０１８年９月までの首相の党総裁任期延長を容認する二階俊博前総務会長が就任。新総務会長に細田博之前幹事長代行、防衛相に就任した稲田朋美前政調会長の後任には茂木敏充前選対委員長がそれぞれ起用された。
　参院選で自民、公明の与党が勝利し、安倍内閣が有権者の信任を得たのは厳然たる事実だ。国民の多くが何よりも政治の安定を望んでいることを示した。
　国民が政治に今一番求めているのは、景気回復への効果的な施策であることは明らかだ。首相はアベノミクスを推し進める決意を強調するが、「景気回復の温かい風を全国津々浦々まで届ける」との約束はいまだ果たされていない。
　政府はデフレ脱却に向けて事業費２８兆１千億円の経済対策を決定、追加歳出４兆円の１６年度第２次補正予算案を９月召集予定の臨時国会に提出する。だが、中身は公共事業の積極活用など「先祖返り的な施策」との批判もある。
　安倍内閣は、地方創生担当相、女性活躍担当相、１億総活躍担当相、そして今回も働き方改革担当相といった閣僚ポストを新設し、アベノミクス推進をアピールする。しかし、本格的な景気回復に不可欠となる効果的な成長戦略の構築には結び付いていないのが実情だ。
　参院選後に共同通信が実施した緊急世論調査では、安倍内閣が最優先で取り組むべき課題として「景気や雇用など経済政策」を挙げた回答がトップで４９％に達した。以下「年金・医療・介護」（３８％）、「子育て・少子化対策」（２９％）と続き、憲法改正は１０％にすぎない。
　国民が安倍内閣に求めているのは、さまざまな将来不安を解消するような政策だ。首相は新内閣を「強力な新たな布陣」と位置づける。国民の期待との乖離（かいり）が生じないよう、民意に寄り添った丁寧な政治を心掛けていく必要がある。
岩手日報2016.8.4

内閣改造　国民の思いを見極めよ

　第３次安倍再改造内閣が３日、発足した。安倍晋三首相が目指した「強力な新たな布陣」だが、内閣の顔ぶれより注目されたのは、二階俊博自民党新幹事長だ。

　二階氏は、２０１８年９月までとなっている安倍首相の党総裁任期の延長を容認している。３日の就任会見でも、この意向を重ねて示した上で「議論する場をつくりたい」と述べた。

　谷垣禎一幹事長がけがで続投できなかったという事情があったとはいえ、この交代はうがった見方をすれば、任期延長の環境づくりを狙ったものとも言える。その視線の先には首相の「悲願」である憲法改正があることは間違いないだろう。

　改造では、地方創生担当相だった石破茂元幹事長が閣外に去った。「ポスト安倍」をうかがう動きとみられるが、先の参院選でも自民、公明両党が大勝し、「安倍１強」は揺るがない。

　とはいえ、鬼門となるのはやはり経済。首相は参院選でアベノミクスの有効性を強調しながらも、「道半ば」として継続を訴えた。

　この内閣で実績を示さなければならない。アベノミクスが失速し、地方や中小企業への波及に失敗すれば、たちまち国民から見放されることになるだろう。

　麻生太郎副総理兼財務相や菅義偉官房長官、石原伸晃経済再生担当相らの留任は、経済を「生命線」と認識する首相の姿勢を物語る。

　今回の「目玉」を挙げるとすれば、稲田朋美党政調会長を防衛相に起用したことだ。しかし、保守的な政治信条が首相と近いことから、韓国、中国には警戒感が強い。

　改造の日、北朝鮮が日本海に向けて「ノドン」とみられる弾道ミサイルを発射し、秋田県男鹿半島の西２５０キロの日本の排他的経済水域（ＥＥＺ）内に落下した。

　北朝鮮の封じ込めには中韓両国との連携が重要なことはいうまでもない。重要閣僚として両国を刺激するような言動は避けてほしい。集団的自衛権行使を可能にした安全保障関連法の本格運用でも手腕が問われる。

　復興相には、衆院東日本大震災復興特別委員長を務める今村雅弘氏が初入閣した。東北と熊本の復興に動きだしてほしい。

　参院選で、改憲勢力は国会発議に必要な「３分の２」を確保した。首相はこれを受けて、秋の臨時国会から憲法改正論議の加速を狙うが、選挙戦では具体的な議論を避けていたはずだ。

　国民が政権を信任したのは経済好転のために政治の安定を求めた結果だった。新内閣には、あらためて国民の声に耳を傾けるよう求めたい。

福島民報 2016/08/04 09:16 
論説　【安倍改造内閣発足】被災地の未来に責任を
　第３次安倍再改造内閣が発足した。安倍晋三首相は働き方改革などを目指す「未来チャレンジ内閣」と位置付けるとともに、経済再生を加速する意欲を示した。国民としても再びデフレの気配が漂う経済の建て直しを最も期待するところだろう。東日本大震災と東京電力福島第一原発事故による「災後」の長期化が予想される本県としては、言うまでもなく着実な復興推進が念願だ。内閣が一丸となって取り組んでほしい。
　安倍内閣は「福島の復興なくして日本の再生なし」という言葉を基本姿勢のキャッチフレーズのように使ってきた。しかし復興相は重要ポストではないらしい。復興庁発足前の民主党政権時代の復興対策担当大臣から数えて、今度の今村雅弘氏は６人目となる。震災後、１年に１人の割合で交代している勘定だ。
　今村氏は衆院東日本大震災復興特別委員会の委員長として４月に県内を訪れている。被災地の課題や政策をあずかり知らないということはないにしても、政策の議論の経過や、被災地の複雑な事情、住民感情まで深く理解しているとは思えない。
　残念ながら本県を含む被災３県からの大臣はなかった。復興事業に深く関わる経済産業、環境の両大臣も代わった。首長をはじめ被災地の関係者にとっては「ようやく事情が分かってもらえたところなのに、また最初から説明しなければならない」というのが正直な気持ちだろう。
　安倍首相にとって組閣を含む人事の重点はアベノミクス推進のための骨格維持、東京五輪に向けた国民意識の高揚、さらには自身の総裁任期の行方を占う党内バランスだったように見える。そこに被災地の将来への不安は置き去りにされていないか。
　今月末には震災から２千日を迎える。災後が長期化する中、原子力災害ならではのさまざまな困難が改めて顕在化している。
　廃炉や中間貯蔵施設建設の見通しは立たない。避難の長期化は避難先でも帰還先でも生活再建を難しくしている。営業損害の賠償が終われば多くの事業者が立ち行かなくなるという見方も強い。一度壊れた産業構造やコミュニティーは元に戻らない。国が前面に立つべき課題は多い。
　内閣改造に伴う会見で安倍首相が東北地方の復興に触れたのはごく一部だった。一方で「未来への責任を果たしていく」と強調した。
　新内閣が被災地の未来にもしっかり責任を果たすよう、強く声を出していかなければならない。　（佐久間順）
社説　安倍再改造内閣/復興に腰を据えて取り組め
福島民友新聞2016年08月04日 08時25分 
　安倍晋三首相が内閣改造と自民党首脳人事を行った。
　首相は第３次再改造内閣を「強力な新たな布陣」と位置付けるが、東日本大震災と東京電力福島第１原発事故からの復興への対応についてもそう言えるのか。
　被災地からみれば、残念ながらいささか心もとない布陣に映る。震災と原発事故からの本県の復興は道半ばであり、一日たりとも立ち止まっている余裕などないことを改めて認識すべきだ。
　復興を目指す本県として、指摘しておかなければならないのは、復興に関わる大臣の交代が頻繁にすぎることだ。今回の改造で、復興相だった高木毅氏、経済産業相だった林幹雄氏は閣外に去り、環境相だった丸川珠代氏は五輪相に横滑りした。いずれも昨年１０月７日の大臣就任以来、在任期間は１０カ月足らずという短さだ。
　今回の改造について地元首長や住民からは「交代すると、また最初に戻り、始めるような印象を持ってしまう」「復興が滞らないか心配だ」などとの声が上がる。
　復興、経産、環境相は、復興の要となるポストで、復興相は復興政策を一元的に担う責任、経産相は原発の汚染水対策と廃炉の確実な進捗（しんちょく）、環境相は除染した汚染土壌を保管する中間貯蔵施設の整備など重要な任務を持つ。
　今回の改造では、復興相に今村雅弘氏、経産相に世耕弘成氏、環境相に山本公一氏がそれぞれ就いたが、２０１２年１２月の安倍第２次内閣発足以降、復興相と環境相は４人目、経産相は５人目だ。発足以来、留任している菅義偉官房長官や岸田文雄外相ら政権の要とされるポストに比べ、あまりに扱いが違うと言わざるを得ない。
　１０年間の復興期間は、本年度から後半５年間の「復興・創生期間」に入った。安倍首相は経済政策「アベノミクス」について「エンジンを最大限にふかす」と語っているが、本県にとっては復興に向かってエンジンを最大限にふかさなければならない大事な節目にあることを銘記してもらいたい。
　新大臣にはパフォーマンスのような来県を繰り返すことなく、自らの意思でこまめに現地に足を運び、住民の声に耳を傾けながら最善の政策を考え、実現に向かって指導力を発揮するよう求めたい。
　新内閣の課題はもちろん復興だけではない。日本経済の再生は喫緊の課題だ。首相は事業規模が２８兆円を超える経済対策を「未来への投資」と強調するが、大事なのは規模ではなく実効性のある中身であり、少子高齢時代の安心な経済運営を目指すべきだ。
茨城新聞2016年8月4日(木)
論説　内閣改造と党人事　国民の声に耳傾けよ
国民の声を聴こうという意思を感じさせない布陣である。
参院選を受けて安倍晋三首相が行った自民党首脳人事と内閣改造で、いち早く総裁任期延長を唱えた二階俊博前総務会長を幹事長に、出身派閥会長の細田博之前幹事長代行を総務会長にそれぞれ充て、自らの後継者と見込む稲田朋美前政調会長を女性2人目となる防衛相に起用した。
また、第2次安倍内閣以来、政権の要となってきた菅義偉官房長官と麻生太郎副総理兼財務相、安倍首相からの禅譲を期待しているとされる岸田文雄外相を留任させた。
一方、ポスト安倍を狙い、時に政権運営に批判的な言動も見せた石破茂前地方創生担当相は閣内から去った。
政権内では「安倍1強」色がより濃厚になった形だ。見方によっては2018年9月までの総裁任期の延長と、退陣後の影響力維持を企図した布陣にも見える。
安倍首相は「道半ば」であるアベノミクスを加速させる方針。さらに任期中の憲法改正を目指すことを表明している。いずれも民意を無視して行える問題ではない。特に国論を二分しかねない憲法改正を明確に視野に入れる今、安倍政権に批判的な声にも丁寧に耳を傾け、政権内でも熟議を重ねる姿勢を持つことが必要だろう。
これまでの安倍政権は、アベノミクスによる経済再生を前面に押し出して政権復帰した12年衆院選、13年参院選を制した後、14年衆院選を挟んで、選挙時には強く打ち出していなかった安全保障法制などを成立させてきたのが実態だ。あえて国民の声を聴かない、というのが安倍首相の政権運営の在り方だったと言っても過言ではない。
また、高い内閣支持率と国政選挙の連続勝利によって閣内のみならず自民党内でも安倍首相の求心力は強い。結果、消費税増税の延期などを除き、政権内で真剣な議論がなされたことはない。
政権内での熟議が少なかっただけでなく、昨年9月の自民党総裁選に当たっては野田聖子元総務会長以外、立候補に意欲を示した実力者はいなかった。自民党内では上意下達が貫徹し、「安倍1強」どころか「安倍唯一」とでも言った方が良さそうな単色ぶりである。
しかし、参院選では本来、圧倒的に有利であったはずの32ある改選1人区のうち11選挙区で野党統一候補に敗れた。東京都知事選では自民、公明両党の全面支援を受けた増田寛也元総務相が、自民党から除名対象とされている小池百合子元防衛相に敗れた。これらの結果を見れば安倍首相や与党への支持が絶対的なものではなく、場合によっては空洞化しかねないものであることが明らかだ。
言うまでもなく、政治の重要な役割の柱は国民の間の対立、分裂を克服し統合することにある。「国政選挙で国民の信任を得た」として強硬一辺倒となりがちな政権運営では逆に亀裂を深めることになりかねない。さすがに、それは安倍首相も本意ではないだろう。
石破氏が一議員としてあるいはグループのトップとして自らの考えを明らかにしていくことにはもちろん期待したい。しかし、まず閣僚、自民党首脳それぞれが党内外の声に耳を澄ますべきだろう。そのためには安倍首相自身が謙虚な姿勢を持たなければならない。
社説　安倍改造内閣　官邸独走の懸念さらに
信濃毎日新聞2016年8月4日 
　目玉づくりより、政権運営の安定を重視したのだろう。第３次安倍再改造内閣は主要閣僚を留任させ、骨格を維持した。官邸主導の政治がさらに強まらないか、注視したい。
　麻生太郎副総理兼財務相、菅義偉官房長官ら８閣僚を続投させている。五輪相には丸川珠代環境相を横滑りで起用した。女性閣僚３人は改造前と変わらない。目を引くのは、安倍晋三首相と政治信条が近い稲田朋美政調会長を防衛相に充てたことくらいだ。
　８人が初入閣した。自民党内には、当選を重ねながら閣僚経験のない入閣待機組が大勢いる。不満を募らせないように―との配慮もうかがわせる。
　党役員人事は、二階俊博総務会長が幹事長、細田博之幹事長代行が総務会長に就くなど、横滑りが多い。首相の方針に対し、党から異論がほとんど聞かれない状況が続いている。官邸追従の党運営は今後も変わりそうにない。
　二階氏は、２０１８年９月までとなっている安倍首相の党総裁任期について延長を容認する意向を示している。きのうの記者会見では「議論する場をつくりたい」と述べた。首相は延長を「全く考えていない」とするものの、幹事長起用は布石ではないのか。
　関連して気掛かりなのは、首相の悲願である改憲への動きだ。二階氏は、慎重意見が根強い公明党とのパイプも太い。議論の加速を狙った人事の可能性もある。
　改造後に会見した首相は「選挙で約束した政策を、スピード感を持って実行する」とした。
　共同通信社の世論調査によると投票先を決める際、改憲を判断基準とした有権者は少ない。最も多かったのは「景気や雇用など経済政策」、次いで「年金・医療・介護保険制度」「子育て・少子化対策」だった。
　会見で「最優先課題は経済」とも強調している。これまでも同様に語りながら、実際には集団的自衛権の行使容認などを強引に進めてきた。同じことを繰り返すのは許されない。国民にとって切実な課題に力を注ぐべきだ。
　とりわけ社会保障についての議論が急がれる。少子高齢化が進む中、年金などの制度をどのように維持していくのか。旧民主党と自公が合意した消費増税とセットの改革は事実上、白紙になった。新たな道筋を示す必要がある。
　給付の抑制など、国民の痛みを伴う政策だ。安定した政治基盤があればこそ、先延ばしせず難題に取り組まなくてはならない。 

社説　内閣改造　「道半ば」ではなく成果を
新潟日報2016/08/04
　第３次安倍再改造内閣がスタートした。参院選の与党勝利を踏まえ、安倍晋三首相は経済政策「アベノミクス」の推進に向けた布陣を敷いた。
　経済はもちろん、外交、安全保障、拉致など課題は山積する。「道半ば」ではなく、きっちりと成果を出すのが新内閣の責務だ。
　麻生太郎副総理兼財務相や菅義偉官房長官、石原伸晃経済再生担当相を留任させた。経済重視を掲げる姿勢を示した。
　最大の焦点は２８兆１千億円に上る経済対策でデフレを脱却できるかどうかだ。
　低所得者への１万５千円の現金給付や、リニア中央新幹線の延伸前倒し、整備新幹線の建設促進といった公共事業が柱とされた。
　個人消費が伸びないのは将来の生活への不安が要因の一つとされる。一時的なばらまきでどこまで効果が上がるのか。
　社会保障や税制を再構築し、将来安心して生活できる道筋をつくることが根本的な対策だろう。大局観のある経済対策を求めたい。
　公共事業の財源のため建設国債を追加発行する。借金の拡大は財政規律が緩み、日本経済に深刻なリスクを抱え込む懸念もある。
　日銀の大規模金融緩和で導いた円安株高は今や反転し、企業の業績は失速した。アベノミクスの危うさ、限界が浮き出てきた。
　アベノミクスのエンジンを吹かすことで本当に成果が得られるのか。批判に謙虚に耳を傾けた経済・財政運営が望まれる。
　外交も正念場を迎える。９月に安倍首相とロシアのプーチン大統領が会談する。懸案の北方領土問題を進展させたい。留任した岸田文雄外相の手腕が問われる。
　中国を念頭に日米韓の結束が重要だ。韓国とは慰安婦問題の不可逆的決着を確実にしたい。
　安全保障は中国の海洋進出、北朝鮮のミサイル発射がやまぬ中、喫緊の課題だ。
　防衛相に稲田朋美自民党政調会長が抜てきされた。
　稲田氏は防衛政策に精通しているわけではない。安倍首相と保守的な政治信条が近く、女性重用の観点からの入閣ともいわれる。
　日本の戦争指導者を裁いた極東国際軍事裁判（東京裁判）に疑義を唱えた。韓国が実効支配する竹島近くの韓国領の島を視察しようとして入国を拒否されたことがある。慎重な言動が求められよう。
　首相側近の一人、加藤勝信１億総活躍担当相が、新設の「働き方改革」の担当相を兼務する。引き続き担当相を努める拉致問題を含め、結果を出す必要がある。
　石破茂地方創生担当相は入閣を固辞し、閣外に去った。次期総裁選をにらんだ布石とされる。今後の火種となりそうだ。
　内閣改造に併せて、自民党の役員人事も行われた。二階俊博総務会長が幹事長に起用された。
　衆参両院で改憲勢力が３分の２超を占める状況において、安倍政権がどう憲法改正を進めていくのかが注目点だ。
　二階氏は進め方について慎重な姿勢を示した。拙速な改憲はあってはならない。
中日新聞2016年8月4日
 社説　憲法擁護こそ自覚せよ　安倍再改造内閣発足
　第三次安倍再改造内閣が発足した。安倍首相は在任中の憲法改正に意欲的だが、大臣らには憲法尊重擁護義務がある。新体制始動を機に自覚を促したい。
　安倍晋三首相にとっては第一次内閣以来七回目の組閣である。麻生太郎副総理兼財務相、菅義偉官房長官、岸田文雄外相ら政権の骨格を担う閣僚を続投させ、五輪相に横滑りした丸川珠代氏を含めて九閣僚が閣内にとどまった。
　野党側からは「新味はない人事だ」（小川敏夫民進党参院議員会長）との批判も出ているが、首相にとっては、政策の継続を念頭に置いた手堅い布陣なのだろう。
「改憲」の鎧がのぞく 
　新内閣は、二階俊博幹事長ら自民党新執行部とともに政策課題に取り組むことになるが、従来とは政治状況が全く異なることに、私たちは留意せねばなるまい。
　それは七月の参院選を経て、憲法改正に前向きな、いわゆる「改憲派」が、改正の発議に必要な三分の二以上の議席を衆参両院で占めている、ということである。
　憲法改正を政治目標に掲げてきた安倍首相は党総裁としての任期である二〇一八年九月までの「在任中に成し遂げたい」と公言してきた。参院選公示直前には「与党の総裁として、次の国会から憲法審査会をぜひ動かしていきたい」とも語った。
　参院選後も記者会見で「どの条文をどう変えるべきか、憲法審査会で議論が進んでいく、成熟していく、収れんしていくことが期待される」と述べている。
　参院選で政権与党である自民、公明両党は、憲法改正が争点となることを意図的に避けてきた。
　しかし、与党の党首を兼ねる首相が改憲意欲を示し続ける以上、新内閣がどんなに経済最優先、アベノミクスの加速を掲げても「改憲内閣」の鎧（よろい）は隠しきれないのが現実だろう。
政治的資産の使い道 
　改正手続きが明記されている以上、現行憲法は改正が許されない「不磨の大典」ではない。
　しかし、改正しなければ国民の平穏な暮らしが著しく脅かされる恐れがあり、改正を求める声が国民から澎湃（ほうはい）と湧き上がっているような政治状況だろうか。
　改憲派の中ですら、改正を必要とする項目は一致しない。
　自民党は九条改正による国防軍創設など、現行憲法を全面的に改正する改憲草案をまとめているのに対し、同じ与党の公明党と、改憲派のおおさか維新の会は九条改正は当面必要ないと主張する。
　公明党は、環境権などを加える「加憲」の立場で、おおさか維新の会は教育無償化や道州制、憲法裁判所の創設に重きを置く。
　野党第一党である民進党はそもそも、安倍内閣の下での憲法改正に反対だ。
　こんな政治状況下で安倍政権が憲法改正に突き進むのなら「改憲ありき」との批判は免れまい。
　二階氏はきのうの記者会見で、憲法改正は「慎重の上にも慎重に対応するのは当然のことだ」と述べた。その姿勢を貫いてほしい。
　主要野党が反対するような改正はすべきでないというのが、衆参両院で三分の二という高いハードルを課した憲法の趣旨だろう。
　与党多数という「政治的資産」は緊急を要しない憲法改正よりも国民の暮らしをより豊かにする政策にこそ振り向けるべきである。
　子育て支援や教育の充実、格差是正や個人消費拡大などの経済政策、持続可能な社会保障、子孫に膨大な借金を負わせない財政規律の確立など困難な課題が山積する。新内閣一丸でこれらの課題に立ち向かってこそ国民の負託に応えることになる。
　新体制発足を機に、あらためて強調しておきたい憲法の条文がある。第九九条である。
　＜天皇又（また）は摂政及び国務大臣、国会議員、裁判官その他の公務員は、この憲法を尊重し擁護する義務を負ふ。＞
　憲法は国民が政治権力を律するためにある。憲法改正の発議権がある国会議員が、改正を議論することは許されてしかるべきだが、発議権を有しない首相や閣僚が現行憲法を蔑（ないがし）ろにするような言動を繰り返し、改正を既定路線のように印象づけるのは言語道断だ。
総裁任期延長の誤り 
　安倍首相の党総裁としての任期を、一八年九月を越えて延長する案も自民党内からは聞こえるが、賢明な判断とはとても言えない。
　ましてやそれが、安倍首相在任中の改憲を実現する目的なら、憲法を私するような行為と厳しく指弾されてもやむを得まい。
　自民党史をひもとけば、中曽根康弘首相が一九八六年、衆参同日選勝利を受けて一年間延長された例はあるが、総裁に任期がある背景に、権力の集中、腐敗を防ぐ民主主義の経験や知恵があることを忘れるべきではないだろう。
安倍再改造内閣　安定重視、バランスに腐心
北國新聞2016/08/04 01:50
　第３次安倍再改造内閣は、麻生太郎副総理兼財務相、菅義偉官房長官ら主要閣僚の多くが留任し、これまでと同様、安定感を重視した顔触れとなった。要職に女性を積極登用する流れを受けて、稲田朋美政調会長を女性として２人目の防衛相に充て、小池百合子東京都知事の誕生で注目される五輪相に、丸川珠代環境相を横滑りさせた。
　ただし、女性閣僚の登用は３人にとどまり、女性閣僚数にこだわるよりも約７０人に上る「入閣待機組」の解消に力を注ぎ、８人を初入閣させた。全体として新鮮味が乏しく、地味な印象は否めないが、安定感を失わぬようバランスに腐心した意図がうかがえる。
　これに押し出されるように馳浩文部科学相は就任から約１０カ月で退任となり、入閣の期待もあった野上浩太郎元国土交通副大臣は、世耕弘成経産相の後任として官房副長官に就いた。馳氏の場合は、東京国立近代美術館工芸館の石川移転が道半ばだけに、後ろ髪を引かれる思いだろう。
　４回の国政選挙を与党勝利に導いた手腕と、衆参両院で圧倒的多数を占めた実績から「安倍１強」の構図は盤石にみえるが、波乱の芽がないわけではない。一つは地方創生担当相だった石破茂氏が閣外に去り、８派閥の「オール与党体制」にほころびが生じたことだ。次期自民党総裁選に石破氏が出馬する意思表示といってよく、反主流派が形成される一歩となっていく可能性がある。
　二つ目は、小池東京都知事が「都政の透明化」を掲げ、２０２０年東京五輪・パラリンピックの業務や組織、予算の在り方を検証する調査チームの設置を明言したことだ。もともと安倍晋三首相とは遠い間柄だけに、政府や東京五輪組織委員会との距離感が気になる。
　自民党役員人事についても内閣改造と同じく、安定を第一に、幹部を重鎮や経験者で固めた。けがで入院した谷垣禎一氏に代わって、党内屈指の実力者である二階俊博総務会長を幹事長に起用し、次期衆院選への備えを厚くした。同時に、総裁任期延長への道が敷かれたと受け止めてもよいのではないか。政権内の力学がどう変わっていくのか注目されよう。
ＥＥＺにミサイル　脅しの度を強める北朝鮮
　北朝鮮の弾道ミサイルが秋田県沖の日本の排他的経済水域（ＥＥＺ）に落下した。国際機関への通告もなく日本のＥＥＺを侵すミサイル発射は、北朝鮮の無法ぶりをあらためて示す暴挙であり、日本に対するあからさまな脅しと言わざるを得ない。
　幸い航空機や船舶などの被害は確認されていないが、北朝鮮は核・ミサイル開発技術を進歩させ、日本に対する挑発、威嚇の度合いを強めているとみて、米韓と連携しながら警戒レベルを引き上げる必要がある。
　北朝鮮は金正恩体制になって、弾道ミサイルをまさに撃ちまくっている。韓国国防省によると、発射回数は既に金正日時代の２倍以上の５０回を超える。失敗を繰り返しながらも着実に技術力を高めており、６月に行った新型中距離弾道ミサイル「ムスダン」の発射実験では、弾頭を宇宙空間に打ち上げ、大気圏内に再突入させた。
　北朝鮮はこの実験で、大気圏再突入に必要な弾頭部の耐熱性と飛行の安定性を検証できたと発表した。裏付けのない発表をうのみにできないが、長距離弾道ミサイルの性能向上と核兵器を小型化する技術は侮れない水準に達しているとみなければならない。防衛省が先にまとめた１６年版防衛白書は、日本が射程に入る核搭載弾道ミサイルが配備されるリスクの増大に強い懸念を示している。
　北朝鮮は、米軍の最新鋭迎撃システム「高高度防衛ミサイル（ＴＨＡＡＤ）」の韓国配備決定に強く反発している。最近の相次ぐミサイル発射は、ミサイル防衛（ＭＤ）システムの整備・運用で連携を強める日米韓３カ国に対する露骨な挑発であろうが、日米韓はこれに動じることなく防衛協力を進める必要がある。
　北朝鮮に対する経済制裁に抜け道がないか、実施状況を厳しく再点検することも重要であろう。影響力のある中国は国連決議に沿った対応を取っているとされるが、ミサイル防衛や南シナ海問題で連携する日米韓をけん制するため、北朝鮮のミサイル発射を黙認し、制裁の圧力を緩めるようなことがないか気掛かりである。
社説　安倍内閣改造　実感できる成果を示せ
京都新聞　2016年08月04日掲載

　第３次安倍再改造内閣が発足した。安倍晋三首相は閣僚１９人のうち麻生太郎副総理兼財務相や岸田文雄外相、菅義偉官房長官ら８人を続投させ、内閣の骨格を維持した。自民党の新執行部も二階俊博前総務会長を幹事長に起用するなど横滑りが多い。「安倍１強」体制はさらに強まりそうだ。
　２０１２年１２月に第２次安倍内閣が発足してから３年７カ月余りが経過した。首相は経済政策「アベノミクス」を掲げ、「地方創生」「１億総活躍社会」といったスローガンを次々と打ち出してきたが、地方や中小企業、家計に恩恵は行き渡っていない。
　首相はきのうの記者会見で経済が最優先と強調し、「重厚な布陣」と胸を張った。国民が幅広く実感できる成果を示せるかどうかが問われよう。
　新内閣にとって、事業費２８兆１千億円の経済対策の実行が当面の課題となる。しかし、その中身は公共事業が目立ち、個人消費を活性化できるかは見通せない。
　低所得者への現金給付も将来への不安が強いままでは多くが貯蓄に回り、景気の刺激につながらない可能性が高い。財源不足を建設国債の追加発行で賄うため、財政再建はさらに遠のきそうだ。
　９月召集の臨時国会には追加歳出４兆円を盛り込んだ１６年度第２次補正予算案が提出される。関係閣僚は経済対策について国会で丁寧に説明し、与野党がしっかり議論する必要がある。
　首相は会見で党総裁として任期中の憲法改正に改めて意欲を示し、国会の憲法審査会で議論を深めてほしいとした。先の参院選を経て、改憲に賛同する勢力が衆参両院で国会発議に必要な議席の「３分の２」を超えた。とはいえ、国民投票で過半数の賛成が必要で、より慎重な議論が求められるのはいうまでもない。
　防衛相には保守的な政治信条が首相と近い稲田朋美前自民党政調会長が起用されたが、防衛行政経験は乏しいとされる。集団的自衛権行使を可能にした安全保障関連法の本格運用や北朝鮮のミサイル発射などの事態にどう対応するのか、注目したい。
　稲田氏は憲法９条改正が持論で、第２次安倍内閣の行政改革担当相時代も終戦記念日などの靖国神社参拝を欠かさなかった。他の閣僚にも保守派が目立つが、歴史認識や領土問題での強硬姿勢は自制が求められよう。中国や韓国との緊張が高まる事態は避けねばならない。

社説　内閣改造／「内向き」の論理に陥るな
神戸新聞2016/08/04
　安倍晋三首相はきのう内閣改造と自民党役員人事を行い、第３次安倍再改造内閣が発足した。
　首相が政権復帰後、本格的な組閣と党人事に臨むのは４回目となる。今回は若手や女性の抜てきより、信頼の置ける側近で周囲を固める姿勢がより強まった印象だ。
　麻生太郎副総理兼財務相や菅義偉官房長官ら政権の要を留任させ、党執行部では二階俊博氏を総務会長から幹事長にあてるなど役職の横滑りを多用した。保守的な国家観が首相と相通じる稲田朋美氏を党政調会長から防衛相として再入閣させるなど“お気に入り”の重用も目立つ。
　一方で、閣僚経験がない待機組を順送りで入閣させ、派閥均衡に配慮した。その分、第２次安倍政権以降で初めて党三役から女性が消え、新たな女性閣僚の登用はゼロだった。
　国政選挙で４連勝した首相の頭には長期政権がちらつくのだろう。経済政策アベノミクスや悲願の憲法改正など「安倍カラー」の強い政策を進めるための布陣ともいえる。
　３年半たっても「道半ば」のアベノミクスは手詰まり感が増している。首相が内閣改造のたびに目玉として設けた「地方創生」「１億総活躍」の看板閣僚は目立った成果を挙げられないまま、今度は「働き方改革」担当相を新設した。
　新体制が経済再生や社会保障の充実など喫緊の課題に本気で向き合わなければ、国民の期待は薄れる。首相の悲願を優先する「内向き」の論理に陥ってはならない。
　鍵を握るのは二階幹事長の存在だ。早くから首相の党総裁任期延長を容認する発言を繰り返す一方で、憲法改正については慎重に対応する考えを表明した。中国や韓国との関係が深いことでも知られる。
　党内の幅広い議論を促し、首相１強の行き過ぎに歯止めをかける。その点にこそベテランのバランス感覚と剛腕を発揮してもらいたい。
　９月召集予定の臨時国会では、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）の承認案や消費税増税再延期の関連法案などの審議が控える。集団的自衛権行使を可能にした安全保障関連法は本格運用の段階に入る。早速、新閣僚の力量が試される。
　首相は全てを安倍カラーに染めようとするのでなく、党内外の多様な声に耳を傾け、より丁寧で開かれた政権運営を心がけるべきだ。
安倍改造内閣　地方創生へ手を緩めるな
山陽新聞2016年08月04日 07時04分 更新
　安倍晋三首相による改造内閣が発足した。新たに「働き方改革」の担当相を、加藤勝信１億総活躍担当相に兼務させる形で置いたのが新味と言えば新味だが、若手登用といったサプライズに走らなかった分、清新さに欠ける顔ぶれとなった。手詰まり感も漂うアベノミクス再起動に重きを置く狙いだろうが、道半ばの地方創生の推進も新内閣の重要課題とすべきだ。
　閣僚１９人のうち、８人が初入閣となった。当選回数を重ねながらも閣僚ポストに手が届かない議員が滞留し、不満が高じていたとされる。そうした入閣待機組を取り込む一方で、主要閣僚は軒並み留任させて骨格を維持し、政権の安定性と継続性を維持した格好だ。女性で２人目の防衛相に抜てきされた稲田朋美氏、官房副長官から初入閣した世耕弘成氏ら、首相に近いとされる議員の登用も目立つ。
　地方創生、１億総活躍に続く、「働き方改革」担当相の設置には、看板乱立の感もあるが、労働分野の構造改革がアベノミクスの鍵を握るのは確かだろう。少子高齢社会でも経済成長を維持していくために、女性や高齢者が働きやすい環境づくりや、正規・非正規社員の格差解消が軸となる。首相はきのう、非正規社員という言葉をなくす、と意気込みを語った。
　今後、年度内に働き方改革の実行計画をとりまとめ、スピード感をもって政策を進める考えも明らかにした。ただ、目玉となる同一労働同一賃金の導入や長時間労働の規制などは、経済界との調整も必要となる。容易に実現が見通せるわけではない。加藤氏の手腕が問われる。
　大物閣僚では石破茂地方創生担当相が閣外に去った。２０１４年９月、新設の地方創生担当相に就き、「地方創生に失敗すれば国は消滅する」と危機感を口にしてきた。
　その地方創生に、政権の大看板だった当初の勢いはない。東京一極集中を是正するための中央省庁移転一つとっても、決まったのは京都に移る文化庁だけだ。消費者庁は徳島移転に向けて８月までに結論を得るはずだったが、３年後をめどに判断するとして先送りされた。政府が旗を振った民間企業の本社機能移転も思うように進んでいない。
　農地転用の許可権限委譲や地方版ハローワーク実現といった成果もあるが、人口の東京圏集中に歯止めはかからない。地方の期待に十分に応えたとは言い難い状況での石破氏の退任は残念だ。
　後任の山本幸三元経済産業副大臣は初入閣となる。石破氏と比べて軽量級という感は否めず、手腕も未知数だ。首相はきのうの記者会見で「地方が持つ可能性を開花させてもらいたい」と注文した。
　政府が地方創生に言及する機会も減っている。新内閣は地方創生を掛け声倒れに終わらせぬよう、地方の声に耳を傾け、政策推進に当たってもらいたい。 
社説　内閣改造　政権維持にらんだ内向きの布陣 
愛媛新聞2016年08月04日（木）
　「第３次安倍再改造内閣」が発足した。 
　閣僚１９人中、愛媛の山本公一環境相ら８人が初入閣。塩崎恭久厚生労働相ら主要閣僚８人は留任した。ほぼ半数を交代させながらも「骨格」は維持され、派閥均衡型で新味には乏しい。 
　安倍晋三首相は２００６年の最初の就任時を含め、組閣は３回、内閣改造は４回目になる。そのたびに「経済最優先」をうたい、先月も自身の経済政策を「新たな布陣の下で、一層加速する」と方針を示している。新内閣には、既に手詰まりの政策を漫然と継続したり、単に「ふかし」たりするのではなく、理念や方向性の検証、軌道修正を望みたい。その上で「中間層の底上げ」に資する格差是正策に注力してもらいたい。 
　しかし実際には、首相は経済は二の次で、安全保障関連法案の成立などに固執してきた。今回も参院選の勝利を踏まえ、改憲をにらんだ「１強体制」の維持、延命が主目的化しているのではとの疑念は拭えない。 
　自民党の役員人事にも、それは色濃く表れている。幹事長に起用した二階俊博総務会長は、１８年９月までの首相の党総裁任期延長を容認する考え。改憲実現までの「時間稼ぎ」への布石にも映る。地方創生担当相だった石破茂氏も閣外に出て「ポスト安倍」を目指す考えを示唆するなど、政局絡みの思惑ばかり漏れ聞こえる現状を憂慮する。 
　今回の「目玉人事」に側近が目立ったのも「内向き」重視の空気をうかがわせる。世耕弘成官房副長官を経済産業相に、また９条改正が持論のタカ派で当選４回の稲田朋美政調会長を防衛相に抜てきした。稲田氏は防衛政策に精通しているとは言い難く、東京裁判の再検証を提唱した過去もあって不安が残る。米国や中韓との関係に影を落とさぬよう注視せねばならない。 
　「働き方改革」を進める担当相も新設した。非正規労働者の待遇改善や長時間労働是正は極めて重要な課題であり、ぜひとも力を入れるべきではあるが、昨秋新設したばかりの「１億総活躍担当相」の加藤勝信氏が、拉致問題や「女性活躍」などと併せて兼務するという。 
　労働政策は本来、厚労省の管轄。党小委員会が５月、幅広い分野を厚労省が一手に担うのは限界があるとして省分割や閣僚増を提言したが、担当や切り分けの問題は慎重な議論を要しよう。「１億総活躍」自体も範囲が膨大でまだ途上にあり、兼務では多くを期待できない。「女性活躍」や「地方創生」同様、景気よく打ち上げてはすぐしぼむ政策にしてはならない。 
　これまで政治とカネの問題や失言、不祥事が何人もの大臣に噴出したが、多くは責任も取らず問題解明もされず、首相の任命責任も不問に付された。今度こそ、政治の信頼を取り戻すべく異論に耳を傾け、誠実に説明責任を果たすべきだ。問われているのは顔ぶれだけでなく、政権運営の姿勢そのものである。
高知新聞2016.08.04 08:00
社説　【内閣改造】課題山積　成果示してこそ
　安倍首相が内閣改造を行った。
　全１９閣僚のうち８人が留任。麻生副総理兼財務相、菅官房長官、岸田外相、石原経済再生担当相らが続投する。内閣の骨格が維持されたこともあって、新鮮味に欠ける印象は拭えない。
　参院選の大勝で信を得たと位置付ける経済政策「アベノミクス」を、さらに強力に推し進めるための布陣という触れ込みでもある。ただし、アベノミクスへの評価が分かれていることに変わりはない。
　国際通貨基金（ＩＭＦ）は現状では経済成長、財政健全化、物価上昇のいずれの目標も達成できない、とする報告書を発表した。いわば「落第点」を付けられた形だ。
　ＩＭＦは財政への信認を維持するため消費税増税の再延期を撤回し税率を小刻みに上げるなど、アベノミクスの改良を提案している。しかし「アベノミクスのエンジンを最大にふかす」方針の政権に、軌道修正の考えはないようだ。
　事業費２８兆円を超える経済対策を見てもそれは分かる。
　地方や企業の支出、融資をかき集めて規模を膨らます一方、国の歳出も６兆円を超える。この財源は建設国債を追加発行して補う。これでは財政規律が緩み、借金返済はさらに遠のこう。事業の中身も旧態依然の公共事業が目立つ。どれほど内需を喚起し、国内総生産（ＧＤＰ）の押し上げなどにつながるのか。
　第３次安倍再改造内閣に求められるのは、アベノミクスをやみくもに推進することではない。費用対効果を検証し、修正すべき点は修正しながら、慎重にかじ取りする姿勢が必要だろう。
　地方創生の行方も気にかかる。
　全国の自治体一律に総合戦略を策定させ、国が認めた取り組みに交付金を配分する。だが、この手法には「中央集権的で分権に逆行する」といった批判もある。中央省庁の地方移転も、官僚の抵抗などで成果は上がっていない。
　道半ばの地方創生を、権限や税源の移譲によって自治体の自由度を高める地方分権へつなげる。その覚悟と腰を据えた取り組みが引き続き求められる。
　新たなポストとしては「働き方改革相」が設けられた。非正規労働者の待遇改善や長時間労働の是正などに努める。格差や貧困、出生率低下の要因を取り除く重要な仕事だ。これを「１億総活躍」「拉致問題」と合わせて１人の担当相が兼務する。
　それぞれを単独の大臣が担っても重い職責である。成果を伴わなければ、安倍首相の任命に関する判断も問われよう。
　本県選出では山本有二氏が農林水産相で入閣した。９月召集予定の臨時国会では、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）の承認案の審議が控える。
　山本氏は以前の衆院選で「絶対反対の立場を堅持する」との政策協定をＪＡ高知グループと結んだ経緯もある。農相としてどう対応するかが注目される。 
社説　内閣改造　強い基盤を何に生かすか
西日本新聞2016年08月04日 10時41分 
　第３次安倍晋三再改造内閣が、きのう発足した。かつての自民党長期政権（１９５５～９３年）以来、あるいはそれ以上の安定勢力を基盤とする政権の登場である。
　参院選の結果、追加公認や新たな入党も加えて自民党は２７年ぶりに衆参両院で単独過半数を制した。自民、公明の与党は衆院で３分の２、参院では６割の議席を占める。憲法改正に前向きな「改憲勢力」は衆参両院で国会発議に必要な３分の２の議席を確保した。
　国会でも与党でも自民党の比重が増し、首相の求心力も強まった。より強固な「１強体制」という政治状況での改造内閣である。
　では、安定勢力を得た安倍政権はこれから何を目指すのか。
　自民党役員人事も含め、首相は「アベノミクスを一層加速する強力な布陣」と意気込む。もちろん経済の再生は喫緊の課題だ。地方や中小企業にアベノミクスの恩恵は及ばない－悲鳴にも似た指摘を首相も気にしているのだろう。
　だが、その知恵が２日に決めた経済対策しかないというなら、新しい布陣で考え直した方がいい。旧来型の公共事業、次世代につけを回す建設国債の追加発行、効果が疑問視される現金給付など今回の経済対策には問題点が多い。
　安定勢力だからこそ、アベノミクスの見直しも含めて大胆な政策転換も可能なはずだ。持続可能な社会保障制度改革、財政再建、行政改革、規制緩和・撤廃、地方分権など重要な政策課題に果敢に切り込む好機でもある。
　そうしたテーマに国民本位の視点で、強まった政治力を生かすのか、それとも首相の悲願である憲法改正へ一気に突き進むのか。問いたいのはこの点である。
　拙速な憲法改正に反対する国民の声を踏まえれば、首相が採るべき道は自明であろう。言うまでもなく、「数の力」を過信して国民の目に「おごり」と映るような政治は禁物である。
　この新内閣は、日本の針路に関わる重大な選択とその責任を負っていることを、私たち国民も認識しなければなるまい。 
論説　内閣改造と党人事　任期延長と改憲への布石か
佐賀新聞2016年08月04日 05時08分 
　第３次安倍再改造内閣がスタートした。ほぼ半数の閣僚が入れ替わったとはいえ、アベノミクスや外交を支える主要閣僚は留任している。政権を安定させ、自民党総裁の任期延長や憲法改正に向けて流れをつくろうとする首相の深謀遠慮がうかがえる。
　安倍晋三首相は会見で「新内閣は未来へのチャレンジ内閣。参院選で得た安定した政治基盤の責任の重さをかみしめ、選挙公約を丁寧にスピード感をもって実現したい」と自信をにじませた。
　内閣の要といえる麻生太郎副総理兼財務相、菅義偉官房長官、岸田文雄外相の３人は２０１２年１２月の政権復帰以来、起用が続いている。首相と近い高市早苗総務相、塩崎恭久厚労相、石原伸晃経済再生相も留任となった。政権の中枢ポストはほとんど手をつけず、閣僚交代による混乱のリスクを回避した人事といえる。
　石破茂前地方創生担当相が次の総裁選出馬を視野に入閣を固辞したが、石破氏のグループを含め、すべての派閥から入閣している。安倍首相は２年後に党総裁の任期が切れるが、任期延長への同意を得るため、全方位的な配慮を見せているといえよう。
　佐賀県に関わるのは組閣の目玉として防衛相に就任した稲田朋美前政調会長だ。自衛隊新型輸送機オスプレイの佐賀空港配備問題が２年ほど膠着（こうちゃく）状態が続いている。稲田氏は首相と考えが近く、憲法９条改正に熱心な議員の一人であり、軍事施設の配備に反発する地元にどのような姿勢で交渉に臨むのか注目される。
　安倍首相は稲田氏を後継者の一人と位置づけ、「初の女性首相」に育てたいと考えているといわれている。防衛相も場数を踏ませるためのポストとなるのだろう。
　しかし、佐賀のオスプレイ問題や沖縄の基地問題は政治家の手柄のための舞台ではない。軍事施設の問題と日々向き合う地域住民のことを考え、誠実な対話に努めてほしい。
　県関係では今村雅弘衆院議員が復興相として初入閣した。福島第１原発周辺では今も故郷に帰れない人が多い。先の参院選では被災した東北３県すべてで自民党候補が敗れるなど住民の不満の強さが浮き彫りとなっている。今村氏には地元の思いに寄り添った復興対策が求められている。
　内閣が安定志向なら、顔ぶれを一新した党役員人事には安倍首相が次を見据えた狙いも透けて見える。注目すべきは事故で負傷した谷垣禎一氏に代わり、幹事長に就いた二階俊博前総務会長だろう。誰よりも早く首相の総裁任期延長を容認する発言をしている。
　二階氏は国会対策の経験が豊富で野党とのパイプが太い。秋にも始まる憲法審査会に向け、安倍首相はその「政治的技術」を買っての起用ともいわれている。
　二階氏自身は中国や韓国との関係を重視し、憲法改正には慎重な立場という。３日の就任会見で「慎重の上に慎重に対応する。野党とできるだけ話し合う姿勢が大事だ」と述べた。憲法改正論議でキーマンの一人となるだろう。
　戦後初めて衆参ともに改憲勢力が国会の３分の２を占める状況が誕生した。安倍改造内閣は選挙によって得た強大な力をどう使うのか。国民がしっかり見ていることを忘れてはならない。（日高勉）
社説　[安倍再改造内閣] 強力な布陣と言えるか
南日本新聞 8/4 付
　第３次安倍再改造内閣が発足した。安倍晋三首相が昨日、内閣改造と自民党役員人事を行った。
　閣僚１９人のうち、麻生太郎副総理兼財務相ら主立った閣僚は留任し、稲田朋美政調会長が女性で２人目の防衛相に抜てきされた。初入閣は８人だった。
　党４役は幹事長に二階俊博総務会長を起用し、総務会長には細田博之幹事長代行を充てた。
　安倍首相は「強力な新たな布陣」と位置付けるが、顔ぶれを見るとそうとも言い難い。
　とりわけ稲田防衛相には不安感が拭えない。弁護士出身で政策の理解力が高いとしても、安全保障分野は未経験だ。
　防衛省・自衛隊は、集団的自衛権の行使を可能にした安全保障関連法の本格運用を控えている。南スーダンでの自衛隊の国連平和維持活動（ＰＫＯ）は「駆け付け警護」など任務が拡大する。
　これらに冷静で的確な対処ができるのか、早速試されよう。
　昨日、中距離弾道ミサイルを日本海に発射したように北朝鮮の挑発も一向にやまない。こうした無法行為をやめさせるには日米韓の連携が不可欠だ。
　竹島の領有権問題に絡み、韓国への入国を拒まれたことのある稲田氏が、連携をどう強化していくのかも問われる。
　改造では、２年近く地方創生担当相を務めた石破茂氏が閣外に去った。ポスト安倍を鮮明にし、２０１８年９月に迫った首相の総裁任期切れに伴う後継をにらむ。
　もう１人のポスト安倍候補、岸田文雄外相は留任した。外交は官邸主導が強まっており、閣内に残ってどこまで総裁候補の力量を高められるか見通せない。
　総裁の任期延長を巡っては、二階氏が幹事長就任会見で容認する考えを重ねて示した。「（党内に）議論する場をつくりたい」と踏み込んだ。
　任期延長は東京五輪までの２年ほどとされる。支持率は依然高いものの、国民がそこまで安倍内閣の続投を望んでいるだろうか。あと４年間も「安倍１強体制」でよいのかも疑問だ。
　９月に予定される臨時国会を皮切りに、両院の憲法審査会で改憲論議が本格化するとみられる。
　衆院に加え、参院でも改憲勢力が３分の２を占め、戦後初めて改憲が現実味を帯びる。
　環太平洋連携協定（ＴＰＰ）の承認案や消費税増税再延期の関連法案、閣議決定したばかりの経済対策など重要案件も控える。
　安倍政権は総裁任期の延長を画策する前に、こうした課題に真摯（しんし）に取り組むべきである。
社説　［安倍新内閣と沖縄］強硬路線は自治の破壊

沖縄タイムス2016年8月4日 07:00

　第３次安倍再改造内閣が３日、発足した。

　新基地建設を巡って政府が再び県を提訴する中、沖縄担当相には鶴保庸介元国土交通副大臣、防衛相には稲田朋美前政調会長が起用された。

　初入閣となる鶴保氏の最初の仕事は、今月末に迫る来年度予算の概算要求である。

　懸念されるのは、県との対立で政府・自民党内に沖縄を敵視するような見方があり、「予算に厳しく臨むべき」という声がもれていることだ。

　翁長雄志知事就任直後の２０１５年度予算で、基地を踏み絵に露骨な嫌がらせがあったことを思い出す。

　振興策は沖縄振興特別措置法に基づき国の責任で実施されるもので、基地受け入れの「見返り」ではない。

　鶴保氏には、現職の担当相だった島尻安伊子氏が参院選で大差で敗れた理由に謙虚に向き合ってもらいたい。　

　首相と政治信条が近い稲田氏の防衛相就任に、どんな狙いがあるのか。東村高江でヘリパッド工事が強行され、キャンプ・シュワブ陸上部の工事が近いとされる中、県内からはさらなる強硬路線を警戒する声が上がっている。

　先月末、全国知事会は沖縄の基地負担軽減を協議する機関の設置を決めた。沖縄県に米軍基地を押し込める安全保障政策のいびつさに向き合う姿勢を示すものだった。

　国も「辺野古が唯一」という思考停止状態から脱却し、県との話し合いを通して解決策を探るべきである。強硬路線は地方自治をないがしろにする最悪の選択だ。

■　　　　■

　今回の内閣改造では、麻生太郎財務相や菅義偉官房長官ら安倍晋三首相を支えてきた「盟友」は留任し、「安倍サポーター」が周りを固め、後は入閣待機組を充てるといった三重構造が維持された。

　注目すべきは閣内から去った石破茂前地方創生担当相の動向である。「自民党に多様な意見があることが大事だ」と語ったのは、２年後の総裁選をにらんでのことだろう。

　この動きは、安倍政権の下で続いてきた「総主流派体制」が崩れ、党内バランスに変化を起こす可能性がある。

　消費増税の再延期決定に象徴されるように、今の日本の政治は官邸主導があまりにも強い。自民党も官僚も官邸の顔色をうかがうだけで、チェック機能が働いているとはいえない。異論の言えない空気が続くのは、日本の政治にとって大きなマイナスである。

　安保法制や新基地建設などで民意との乖離（かいり）が指摘されるように安倍首相への支持は絶対的なものではない。党内での自由闊達（かったつ）な議論につながる動きをむしろ歓迎したい。

■　　　　■

　参院選の結果、自民党など改憲勢力は憲法改正の発議に必要な３分の２の議席を確保し、安倍政権はこれまでにない盤石な足場を築いている。

　しかしだからといって、選挙戦でほとんど語らず、争点にもならなかった改憲に前のめりになるのは、有権者を軽んじるものである。

　安定政権だからこそ、むしろ最優先課題として取り組まなければならないのは、国民の関心が高く、生活に直結する雇用や社会保障の問題だ。

社説　安倍再改造内閣　沖縄の民意に背を向けた

琉球新報2016年8月4日 06:02 
　第３次安倍再改造内閣が発足した。在沖米軍基地問題に関係する閣僚を見ると、安倍政権の方針に変わりがないことを打ち出した顔ぶれである。再改造内閣が辺野古新基地建設強行や、東村と国頭村に広がる米軍北部訓練場でのヘリコプター着陸帯（ヘリパッド）の工事を急ぐことは目に見えている。沖縄の民意に背を向けた布陣には、失望を禁じ得ない。
　菅義偉官房長官のほか、岸田文雄外相、石井啓一国土交通相が留任した。いずれも、沖縄の基地負担軽減に後ろ向きな閣僚である。沖縄の基地問題に真摯（しんし）に向き合う姿勢を感じ取ることは一切できない。沖縄の民意と対峙（たいじ）することをいとわない安倍晋三首相の意思の表れであろう。
　７月の参院選沖縄選挙区では沖縄担当相を務めた島尻安伊子氏が落選したばかりである。安倍政権の辺野古移設計画は２０１４年以降の主要選挙で、ことごとく否定された。その反省が在沖米軍基地に関係する閣僚人事に反映されないのはどういうことなのか。
　菅官房長官が沖縄基地負担軽減担当を引き続き兼任することは、理解に苦しむ。沖縄が望まない辺野古新基地建設を「負担軽減」と言い張り、辺野古移設が「唯一の解決策」と繰り返していることは、職責放棄以外の何物でもない。
　負担軽減とは逆のことをやりながら、あたかも沖縄のために取り組んでいると装うにすぎない役職は廃止すべきである。
　防衛相には安倍首相に近い稲田朋美前自民党政調会長を充てた。稲田氏は６月、米軍普天間飛行場の返還や在沖米海兵隊のグアム移転は、普天間飛行場の「辺野古移設が前提」と明言している。宮古・八重山への自衛隊配備を強行する懸念は払拭（ふっしょく）できない。
　稲田防衛相は憲法９条改正論者で、極東国際軍事裁判（東京裁判）の在り方を疑問視する。中韓両国からも警戒感が強まっており、その起用は沖縄だけでなく、中韓両国との関係面からしても疑問だ。
　沖縄にとって歓迎できる内閣ではない。翁長雄志知事にはこれまで同様ひるむことなく、安倍政権を翻意させる努力を続けることを望みたい。
　沖縄担当相には元国土交通副大臣で、初入閣の鶴保庸介参院議員（和歌山選挙区）が就任した。翁長知事と早めに会談し、県民との対話も深め、よりよい沖縄づくりに力を尽くしてほしい。
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